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はじめに

介護保険制度は平成 12年 4月に制度が開始されて

から、平成 30年 4月で 19 年目を迎え、介護保険計画も

第 7期に入ります。町では平成 29年には 65 歳以上の人

口に占める割合が 39.8％を占め、高齢化率は今後さら

に高くなる推計となっています。これにともない、介護

が必要となる高齢者や認知症高齢者が増加するなど

様々な課題が起きています。

町では団塊の世代が 75 歳以上になる平成 37 年を見据えて、これまで取り組んできた地

域包括ケアシステムの構築をさらに発展させるため、平成 28 年より介護予防・日常生活支

援総合事業の導入により健康支援、介護予防等の事業や地域支援事業を積極的に進めて参

りました。

第 7期では計画の基本目標を「住み慣れた地域で支えあい、安心して暮らし続けられる

地域社会の実現」とし、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らすことが出来る地域社会

を目指し、本計画に基づいて必要な施策に取り組んで参ります。

最後に、本計画の策定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただきご審議していただき

ました信濃町高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員の皆様、ご協力をいただきまし

た関係の皆様に厚くお礼を申し上げまして、あいさつとさせていただきます。

平成 30 年３月

信濃町長 横川 正知
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第１章 計画策定の趣旨

第１節 計画の位置づけ

１ 計画策定の背景

現在、日本では少子高齢化と人口減少が急速に進展しています。団塊の世代が 75 歳以上

となる平成 37 年（2025 年）からは、さらに高齢化が加速することが見込まれています。一

方、高齢者人口については、都市部では急速に増加するものの、すでに高齢者人口の多い

地方では緩やかに増加するなど、各地域の状況は異なってきています。

介護を社会全体で支え合う制度として平成 12 年度に創設された介護保険制度は、この間、

住民の生活の中で定着してきました。平成 37 年（2025 年）に向けては、介護を必要とする

高齢者の増加や認知症高齢者の増加が予想され、介護サービスへの期待は、さらに高まる

と考えられますが、支え手となる世代が減少する中、介護サービスだけで高齢者を支える

ことは難しくなってきています。そのため、高齢者が住み慣れた地域で暮らすために、地

域の限りある資源を活用した効率的・効果的な仕組みづくりが必要になってきました。

こうした中、平成 26 年介護保険法改正では、介護保険制度の持続可能性を維持しながら、

高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営むこ

とを可能としていくために、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援

が包括的に確保される地域包括ケアシステムの構築に向けた取組を推進する改正が行われ

ました。

また平成 29年介護保険法改正では、地域包括ケアシステムの強化のための改正が行われ、

保険者機能の強化等による高齢者の自立支援や介護予防・重度化防止に向けた取組の推進、

医療・介護の連携の推進、地域共生社会の実現に向けた取組の推進、現役世代並みの所得

のある者の利用者負担割合の見直し及び介護納付金における総報酬割の導入等の措置を講

ずることなどの介護保険制度の見直しが行われました。

改正介護保険法を踏まえ、第７期介護保険事業計画策定に当たっては、国より介護保険

事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針が示されました。

本計画では、これらの改正状況等を踏まえつつ、これまでの高齢者福祉計画及び第６期

介護保険事業計画（平成 27 年度～平成 29 年度）により取り組んできた在宅福祉サービス

事業及び介護保険事業の実施状況を評価するとともに、介護保険制度の基本的理念に立脚

しつつ、地域包括ケアシステムの深化・推進のための方向性を示します。

そして、町が目指すべき高齢者の自立支援や介護予防、重度化防止等の方向性を明確に

し、住民、介護事業者、医療関係者などが共有できる共通の目標を定めます。
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２ 計画策定の根拠・位置づけ

本計画は老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の８第１項の規定に基づく「高

齢者福祉計画」及び介護保険法（平成９年法律第 123 号）第 117 条に基づく「介護保険事

業計画」を、高齢者の福祉及び介護に関する総合的な計画として一体的に策定しました。

策定にあたっては、町の基本構想・総合計画である「信濃町長期振興計画」、地域福祉の

将来像を示した「信濃町地域福祉計画」、健康づくりの指針である「健康しなの２１」・「都

市計画マスタープラン」・「地域福祉活動計画」等との整合調和を図るとともに、長野県高

齢者プラン（第７期介護保険事業支援計画）等も踏まえたものとしています。

町の最上位計画である第５次長期振興計画では、将来像である「美しい おいしい 安

心豊か 自然の恵みを楽しむ町～「信濃町出身です」と誇れるふるさと～」の実現に向け

た５つのまちづくりの柱が設定されています。その柱のひとつに「みんなが健康で安心し

て暮らせるまちづくり」が掲げられており、子どもから高齢者まで全ての住民が支え合い

助け合いながら健康で安心して暮らせる、誇れるふるさとを目指すこととしています。

また、この長期振興計画直下の計画として、健康福祉分野では第３期信濃町地域福祉計

画が策定されています。これは、介護保険事業計画、高齢者福祉計画の上位計画にあたり、

この計画において基本目標を「住民の輪で築くみんなが健康で安心して暮らせるまち」と

定めています。基本目標を支えるために「住民の支え合いによるまちづくり」「利用者の立

場に立ったまちづくり」「安心して快適に暮らせるまちづくり」を基本方針としており、地

域福祉計画の下位計画として位置づけられる本計画においても、この基本方針に沿った形

で策定しました。

図１ 位置づけ
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第２節 計画の期間

１ 計画の期間

本計画の期間は、平成 30 年度から平成 32 年度までの３年間となります。また団塊の世

代が 75歳に到達することになる平成 37 年（2025 年）の中長期的な推計を実施しました。

第３節 計画策定に向けた取組及び体制

１ 計画策定の取組経緯

本計画策定に当たっては、高齢者の生活実態や介護サービスの利用に対する意向、地域

での助け合いの関係などの現状を把握するために長野県と共同でアンケート（平成 28 年 12

月～平成 29 年１月に「高齢者実態調査」）を実施しました。介護事業者へは平成 29 年 10

月に介護サービス参入意向調査を実施しました。

【アンケート実施状況】

○高齢者実態調査（平成 28 年 12 月実施）

（１）要介護・要支援認定者への調査

調査対象：施設入所者を除く居宅要介護・要支援認定者（第 2号被保険者含）

回答数 242 人／調査対象者数 396 人(回収率 61.1%)

（２）元気高齢者への調査

調査対象：認定者を除く高齢者の一部（抽出）

回答数 63 人／調査対象者数 100 人(回収率 63%)
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２ 計画策定の体制

本計画の策定にあたっては、信越病院、信濃町社会福祉協議会、社会福祉法人おらが会

等の関係機関や庁舎内の関係部署との協議、町内の介護保険事業所の意見聴取に努めまし

た。なお、サービスが広域内の他市町村の施設利用に及ぶこともあるため、長野圏域内の

調整会議により県との連携も行いました。

また、被保険者の意向・意見を反映するため高齢者実態調査の実施と意見集約を行い計

画に反映させています。さらに、この計画を策定するために学識経験者、保健、医療、福

祉関係者及び被保険者代表による策定委員会を設置し、計画策定を行いました。

第４節 介護保険事業計画の公表と達成状況の点検評価

１ 第７期介護保険事業計画の公表と普及

策定した計画は、町ホームページで公開し誰もが閲覧できるようにし普及に努めます。

また、策定初年度には、町広報紙に計画の要点について掲載します。その他、介護保険

制度の改正の内容とともに、当計画の目標、現状や特性、目指す方向やそのための取組に

対する理解が関係者間で共有できるようにするとともに、普及啓発を進めます。

２ 第７期介護保険事業計画の点検と評価

計画の実施状況については、毎年度、地域密着型サービス運営委員会や地域包括支援セ

ンター運営協議会において報告し進捗管理（外部点検）を行うほか、個別の事業について

自己点検を実施します。

実施状況の評価については、地域包括ケア「見える化」システム（国が提供する介護保

険事業計画等の策定・実行を総合的に支援するための情報システム）を活用しながら、計

画目標と実施状況を比較検証し評価します。

また、ＰＤＣＡサイクル（※）の概念に基づく点検・評価を行うことにより、施策のよ

り一層の充実に努め、計画の進捗管理を継続して行い、改善点等を次期計画の策定に反映

します。

※「計画（Plan）・実行（Do）・評価（Check）・改善（Action）」の４つで構成されるサイクルで

す。計画（Plan）は普遍のものではなく、実行し（Do）、その結果・成果を評価し（Check）、

見直すべきところは改善をし（Action）、次の計画へつなげることが必要という考え方に基づ

くものです。
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第５節 平成 29 年介護保険法の主な改正内容

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進

（１）自立支援や介護予防、重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進

【平成 30 年４月施行】

全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援や介護予防・重度化防止に向けて取り組む仕

組みの制度化

Ｐｌａｎ

＜ 計 画 ＞

・施策推進に向けた目標の

設定

・施策の方向性と内容等の

設定

Ｄｏ

＜ 実 行 ＞

・目標の達成に向けた事業

の実施

Ｃｈｅｃｋ

＜ 評 価 ＞

・目標の進捗状況の把握

・施策の方向性と内容に

ついての成果の確認

Ａｃｔｉｏｎ

＜ 改 善 ＞

・目標の見直し

・施策の方向性と内容に

ついて見直し

ＰＤＣＡサイクルの概念
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・国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定計画に介護予防、

重度化防止等の取組内容と目標を記載

・都道府県による市町村に対する支援事業の創設

・財政的報酬の付与の規定の整備など

（２）医療・介護の連携の推進【平成 30 年８月施行】

「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能

とを兼ね備えた、新たな介護保険施設「介護医療院」を創設※

※現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長し、平成 35年度末とする。

病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院又は診療所の名称を引き

続き使用できることとする。

医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の

支援の規定を整備。

（３）地域共生社会の実現に向けた取組の推進等【平成 30 年８月施行】

市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事

項を記載した地域福祉計画の策定の努力義務化

高齢者と障がい者（児）が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障

がい福祉制度に新たに共生型サービスを位置づけるなど

２ 介護保険制度の持続可能性の確保

（１）２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする【平成 30 年８月施行】

年金収入等 340 万円以上のもの※

※具体的な基準は政令事項。現時点では、「合計所得金額（給与収入や事業収入等から給与

所得控除や必要経費を控除した額）220 万円以上」かつ「年金収入＋その他合計所得金額

340 万円以上（単身世帯の場合。夫婦世帯の場合 463 万円以上）」とすることを想定。⇒単

身で年金収入のみの場合 344 万円以上に相当

（２）介護納付金への総報酬割の導入【平成 29年８月施行】

各医療保険者が納付する介護納付金（40～64 歳の保険料）について、被用者保険間では

『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。
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第２章 高齢者を取り巻く現状と将来の見通し

第１節 信濃町の状況

１ 人口の状況と見込み

（１）人口の状況

信濃町の人口は平成 19年までは１万人台を維持していましたが、翌年には１万人を割り

込むこととなり、平成 29 年には 8,713 人まで減少しています。人口の内訳では、年少人口、

生産人口が減少する一方で、老年人口は増加しており、総人口に占める高齢者の割合が平

成 19 年からの 10 年間で 9.3％増加していることが分かります。（表１）

このままの減少傾向が続いた場合、第７期末の平成 32 年には総人口が 7,890 人となる見

込みで、団塊の世代が 75 歳となる平成 37年（西暦 2025 年）には人口が 7,229 人、総人口

に占める高齢者の割合は 44.8％まで上昇すると見込まれます。（表２）

また、平成 29 年 10 月の年齢人口では、男女共に 65 歳から 69 歳の人口が高いことが分

かります。（図１）

表１ 信濃町の人口の推移（人）

住民基本台帳（各年 10月１日）

表２ 信濃町の人口の推計（人）

国立社会保障・人口問題研究所

年少人口（0～14 歳） 生産人口（15～64 歳） 老年人口（65 歳以上） 総計

平成19年 1,070 10.7% 5,900 58.8% 3,064 30.5% 10,034

平成24年 964 10.2% 5,323 56.2% 3,184 33.6% 9,471

平成29年 775 8.9% 4,469 51.3% 3,469 39.8% 8,713

年少人口（0～14 歳） 生産人口（15～64 歳） 老年人口（65 歳以上） 総計

平成32年 732 9.3% 3,786 48.0% 3,372 42.7% 7,890

平成37年 615 8.5% 3,375 46.7% 3,239 44.8% 7,229

平成42年 520 7.9% 3,027 46.0% 3,028 46.1% 6,575

平成47年 461 7.8% 2,679 45.2% 2,781 47.0% 5,921

平成52年 416 7.8% 2,282 43.1% 2,598 49.1% 5,296
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図１ 年齢人口ピラミッド

（２）年齢別人口構成

平成 37 年の年齢人口構成比は、年少人口（0～14 歳）が 8.5％、生産人口（15～64 歳）

が 46.7％、老年人口（65歳以上）が 44.8％となっています。（表２）平成 29年の構成比と

比較すると、年少人口の構成比は 0.4％の減であるのに対し、生産人口は 4.6％減少し、一

方で老年人口が 5％の増加となっており、団塊の世代が 65 歳となる影響が見られます。

平成 29 年 10 月 1日現在

年齢別人口（実績と推計）

国立社会保障・人口問題研究所
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（３）高齢者の人口

65 歳以上の老年人口は平成 19 年から 29年の 10 年間で 314 人増え、1,651 人になります

が、平成 32 年以降は減少に転じます。人口の減少は前期高齢者（65 歳～74 歳）に顕著に

みられ、後期高齢者（75歳以上）の割合は前期高齢者を上回る状態が継続する見込みです。

高齢者人口の推移（人）

住民基本台帳（各年 10月１日）

高齢者人口の推計（人）

国立社会保障・人口問題研究所

前期高齢者

（65 歳～74歳）

後期高齢者

（75 歳以上）
合計

平成 19年 1,337 1,727 3,064

平成 24年 1,368 1,816 3,184

平成 29年 1,651 1,818 3,469

前期高齢者

（65 歳～74歳）

後期高齢者

（75 歳以上）
合計

平成 32年 1,616 1,756 3,372

平成 37年 1,305 1,934 3,239

平成 42年 1,006 2,022 3,028

平成 47年 903 1,878 2,781

平成 52年 910 1,688 2,598

国立社会保障・人口問題研究所

前期高齢者と後期高齢者の構成割合
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２ 高齢者世帯の状況

平成 28 年の町の総世帯数 3,146 世帯のうち高齢者独居世帯は 342 世帯、高齢者夫婦世帯

は 324 世帯となり、平成 25 年、平成 26 年より増えてきていることがわかります。（表２）

このことにより、生活支援の充実や地域による見守りが必要になると考えられます。

高齢者世帯数の推移（世帯）

信濃町住民福祉課福祉係台帳、長野県統計情報（各年 1月 1日現在）

３ 要介護認定者の状況と見込み

（１）現状

介護度別の認定者数においては、要介護 1に認定されている人が多い状況です。

要支援１・２は介護保険制ｚ度の改正により、平成 28 年４月から介護予防・日常生

活支援総合事業が開始したことにより、事業対象者へ移行したため減少しています。平

成 28 年度の第１号被保険者の要支援・要介護認定率は 15.5％となっています。（表３）

また、各年度の認定者数のうち２割前後が新規申請によるものです。

表３ 要介護認定者の推移（各年３月末）（人）

地域包括ケア「見える化」システム総括表

世帯構成 平成 25年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年

一人暮らし高齢者 322 343 335 342 352

高齢者のみ 290 295 293 324 335

高齢者世帯合計 612 638 628 666 687

総世帯数 3,146 3,241 3,219 3,146 3,124

介護認定

区 分
平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27年 平成 28 年 平成 29年

要支援 1 59 66 75 69 72 47

要支援 2 93 89 88 89 79 59

要介護 1 95 102 107 105 112 101

要介護 2 84 80 72 69 66 73

要介護 3 63 72 73 71 74 70

要介護 4 56 81 81 82 70 75

要介護 5 61 50 55 58 65 63

認定者合計 511 540 551 543 538 488
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（２）要支援・要介護者の見込み

認定者数は微増しつつあり、平成 37 年度には 65 歳以上の高齢者 3,239 人に対して認定

者が 540 人で、認定率は 16.7％となることが見込まれます。（表４）

表４ 要支援・要介護認定者の推計（人）

地域包括ケア「見える化」システム総括表

４ 介護認定原因疾患の状況

平成 28年度の介護認定における原因疾患で多いのは整形外科疾患と認知症で、それ

ぞれ全体の２割以上を占めています。次いで脳血管疾患です。

介護度との関係では、軽度者は整形外科疾患、重度者は脳血管疾患の割合が高いこと

がわかります。

介護認定区分 平成 30年 平成 31年 平成 32年 平成 37 年

要支援 1 60 56 47 56

要支援 2 63 56 59 60

要介護 1 102 106 93 104

要介護 2 74 83 85 87

要介護 3 76 73 68 82

要介護 4 79 81 98 87

要介護 5 49 54 64 64

認定者合計 503 509 514 540
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介護認定と原因疾患の関係（平成 28年度）

５ 認知症と寝たきり度の状況

（１）現状

介護保険制度では認知症の程度を判断するために日常生活自立度という指標を設けてい

ます。自立の状態から専門的な医療を要する状態まで８段階に分類され、Ⅱ以上は日常生

活に支障をきたすことがあるとされています。（表５）

この日常生活自立度のⅡ以上の人の割合は、平成 28 年４月から平成 29 年３月に要介護

申請があった方のうち 69％にあたり、介護度が高くなることに伴い認知症の人が増加する

ことが分かります。（図２）障がい高齢者の日常生活自立度は４段階に分類されています（表

６）寝たきり度は介護度が高くなるほど重度になる傾向です。（図３）

表５ 認知症高齢者の日常生活自立度（ランクと主な状態像）

自立 変化なし

Ⅰ 何らかの認知症を有するが、日常生活は自立している

Ⅱａ 家庭外で、日常生活に支障をきたすような症状・行動、意思疎通の困難が多少みられるが、誰かが注意してい
れば自立できる

Ⅱｂ 家庭内でも、日常生活に支障をきたすような症状・行動、意思疎通の困難が多少みられるが、誰かが注意して
いれば自立できる

Ⅲａ 日中を中心として、日常生活に支障をきたすような症状・行動、意思疎通の困難さがみられ、介護を必要と
する

Ⅲｂ 夜間を中心として、日常生活に支障をきたすような症状・行動、意思疎通の困難さがみられ、介護を必要と
する

Ⅳ 日常生活に支障をきたすような症状・行動、意思疎通の困難さが頻繁にみられ、常に介護を必要とする

Ｍ 著しい精神症状や重篤な身体疾患がみられ専門医療を必要とする
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図２ 介護度別の認知症高齢者の日常生活自立度別割合（平成 28 年度）

表６ 寝たきり度（障がい高齢者の日常生活自立度）

図３ 介護度別の障がい高齢者の日常生活自立度別割合（平成 28 年度）（人）

自立 変化なし

ランクＪ 何らかの障がい等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する

ランクＡ 屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない

ランクＢ 屋内生活に何らかの介助を要し、日中もベッド上での生活が主体であるが座位を保つ

ランクＣ １日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替えにおいて介助を要する
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６ 介護給付費の分析

第１号被保険者の要介護度別認定率指数（全国平均＝100）（平成 29 年５月月報）

町の要介護認定率は、要介護４を除き、全国、県より低い状況となっています。特に要

支援の認定率指数が低いのは、当町が平成 28 年４月より総合事業を開始した影響です。

サービス種類別第１号被保険者１人当たり給付月額（平成 29 年５月月報）

在宅サービスのうち通所介護については総合事業開始の影響により、国、県よりも低額

となっている状況です。施設サービスでは、特別養護老人ホームと介護療養病床が国、県

よりも高額となっていますが、老人保健施設の給付額が低額であることから、施設の利用

ニーズに対して町内の施設を中心として対応し、調整が取られている結果と考えられます。
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サービス系列別第１号被保険者１人当たり給付月額（平成 29 年５月月報）

サービス系列別給付額は、特別養護老人ホーム、療養病床を除き、国、県よりも低額で

す。高額となっているサービスは当町の施設の状況によるものですが、他の各サービスの

利用傾向は国、県と同様であることが分かります。

第１号被保険者１人当たり給付月額・第１号保険料月額・必要保険料月額（平成 29 年５月月報）

第１号被保険者１人当たりの給付月額（サービス全体）は、国、県よりも低額となって

います。必要保険料額に対しても、第１号被保険者の保険料月額で賄えており、低額な保

険料で介護保険財政の運営が出来ていると考えられます。

（円）
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７ 高齢者の健康実態

町の高齢者の健康実態について、厚生労働省「標準的な健診・保健指導プログラム（改

訂版）」の目的のとおり、重症化予防の視点で読み取りを行いました。（16、17 ページ資料参照）

【１．人口構成と寿命】

当町の人口構成は、高齢化率が 33.5％（※❶）と国、県と比較しても高齢化が進んでお

り、国民健康保険の被保険者の状況（※❻）を見ても 65 歳以上の率が 46.2％と高いことか

ら今後、医療費の増加が予想されます。

また、平均寿命（※❷）は県と比較してほぼ同様の結果で、健康寿命でも男女共に県平

均よりも高い結果となりました。

しかし、その一方で死亡原因を見ると「がん」が 53.9％と県平均と比較して約９ポイン

ト高い結果となっていることから、がんの早期発見のため検診率の向上と健康寿命を延ば

す取組を引き続き行いながら 65 歳以下の死亡の減少を目指す必要があります。

【２．介護保険】

介護認定率（※❸）は、１号２号ともに国、県と比較して低く、特に１号認定率の 16.8％

は、県平均から約３ポイント低い結果となりました。介護給付費は、国、県と大きな差は

ないものの、同規模自治体の平均と比較して約１万円低くなっています。

また、介護認定を受けている者の有病状況の割合（※❹）が、ほぼ全ての項目で国、県

と比較して高く、特に生活習慣病の有病率が高い結果となりました。要介護認定別医療費

（※❺）では、認定なしと比べて認定ありの１人あたり医療費が 6,000 円近く高いことか

ら、健診を受けずに病気が重症化して介護認定となった可能性が高いと推察されます。こ

のことから早期からの健康診断の受診と生活習慣病の重症化予防の取組が重要といえます。

【３．国民健康保険】

国民健康保険者の一人あたり医療費（※❼）の 28,192 円は、県内 7番目の高さで受診率

でも 695.945 と国、県と比較して約９ポイント高い結果となっています。医療費の外来と

入院の費用割合（※❽）を比較すると、外来費用が 63.1％と県平均と比較して約２ポイン

ト高く、１件あたり在院日数（※❾）が県平均と比較して１日短い 14.0 日であることから、

町立病院が身近にあることで早期からの外来受診による治療によって、長期入院していな

いと推察されます。

医療費のうち生活習慣病に占める割合（※❿）を見ると「がん」と筋・骨格が共に 19％

で、当町の死亡原因の１位が「がん」であることから「がん」の手術や終末期の延命治療

による高額な医療費が一時的にかかっていると考えられます。筋・骨格に関しては、手術

により一時的な医療費の増加はあっても、他の疾患と比べて元の生活に戻りやすく、介護

保険の給付費も低額となる効果があると考えられます。
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糖尿病については、平成 30 年度から開始される保険者努力支援制度の中でも重要視され

ている疾患で、糖尿病が悪化することを原因とする腎障がいの割合が高くなっていること

から今後も継続した予防活動が求められます。

１件あたりの入院費用では、腎不全が県内４位と最も高い結果となりました。また外来

費用額（※⓫）では、高血圧が県内６位、脂質異常症が県内４位と高い傾向にあります。

高血圧・脂質異常症は、動脈硬化を招き、脳血管疾患・心疾患等の原因疾患となるため、

特定健診受診者が受診勧奨となった場合、医療機関での治療をするよう保健指導しており、

早期から治療を開始することで、脳血管疾患や心疾患等の治療費と比較して比較的安価な

医療費によって症状が改善されることから、中長期的な視点で考えると医療費の抑制が期

待できます。

健診と医療費の関連（※⓬）では、健診未受診者の生活習慣病による一人当たり医療費

は、健診受診者と比べ約 25,000 円高いことから、健康診断を受診することで生活習慣病の

重症化が予防でき、結果として医療費を抑制することが期待できます。

また、健診受診勧奨者のレセプト突合の結果（※⓭）から、受診勧奨後の非受診率が低

いことからも保健指導による受診勧奨が医療機関受診につながっていると考えられます。

生活習慣病に関係する医療費の抑制には、健康診断の受診と早期からの適切な治療が必

須といえます。

【４．特定健診】

特定健診の受診率（※⓮）45.9％は県内 43 位。同規模自治体でも 97 位と低い状況にあ

りますが、特定保健指導実施率が高いことは評価できます。

健診結果（※⓯）では、男性のメタボリック該当とその予備群、血圧・脂質該当率は全

て国、県平均と比較して高いことから、食生活を改善するためのポピュレーションアプロ

ーチを含めたメタボリック対策と個別の保健指導により血糖、血圧、脂質の改善を目指す

必要があります。

【５．生活習慣】

生活習慣病治療のための服薬率（※⓰）が高いことは、保健指導により早期から治療が

開始されている結果で、重症化予防にも効果的であり評価できます。

一方で、運動習慣のない者の割合（※⓱）が 72.3％と国平均と比較して約 13 ポイントも

高いことから、メタボリック該当者とその予備軍の高さに関係していると推察されます。

このことから、運動習慣の定着のためのポピュレーションアプローチを含めたメタボリッ

ク対策が必要と考えます。

飲酒に関して（※⓲）毎日飲酒と時々飲酒を合わせると２人に１人が飲酒の習慣があり、

１日２合前後の飲酒習慣のある者が 49％と国、県と比較して多いため、アルコールの適量

と休肝日の啓蒙活動を行う必要があります。
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課題となる所 改善した所 平成 28年

項目
信濃町 同規模平均 県 国 データ元

（CSV）実数 割合 実数 割合 実数 割合 実数 割合

1

① 人口構成

総人口 9,174 1,815,204 2,115,647 124,852,975
KDB_NO.5

人口の状況

KDB_NO.3

健診・医療・

介護データか

らみる地域の

健康課題

65 歳以上（高齢化率） 3,077 33.5 575,561 31.7 567,919 26.8 29,020,766 23.2

75 歳以上 1,736 18.9 303,854 14.4 13,989,864 11.2

65～74 歳 1,341 14.6 264,065 12.5 15,030,902 12.0

40～64 歳 3,289 35.9 701,088 33.1 42,411,922 34.0

39 歳以下 2,808 30.6 846,640 40.0 53,420,287 42.8

② 産業構成

第 1 次産業 13.5 18.4 9.8 4.2 KDB_NO.3

健診・医療・

介護データか

らみる地域の

健康課題

第 2 次産業 27.2 25.5 29.5 25.2

第 3 次産業 59.2 56.1 60.7 70.6

③ 平均寿命
男性 81.1 79.4 80.9 79.6

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

女性 86.8 86.4 87.2 86.4

④ 健康寿命
男性 66.1 65.2 65.7 65.2

女性 67.4 66.7 67.2 66.8

①
死亡の

状況

標準化死亡比（SMR）
男性 92.1 104.8 90.3 100

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

女性 94.5 100.8 94.5 100

死因

がん 41 53.9 6,817 45.1 6,285 44.7 367,905 49.6

心臓病 15 19.7 4,392 29.1 3,777 26.9 196,768 26.5

脳疾患 13 17.1 2,661 17.6 2,908 20.7 114,122 15.4

糖尿病 1 1.3 274 1.8 270 1.9 13,658 1.8

腎不全 1 1.3 548 3.6 370 2.6 24,763 3.3

自殺 5 6.6 409 2.7 436 3.1 24,294 3.3

②

早世予防から

みた死亡

（65 歳未満）

合計 厚労省 HP

人口動態調

査
男性

女性

2

① 介護保険

1 号認定者数（認定率） 491 16.8 114,707 20.1 111,407 19.7 5,882,340 21.2

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

新規認定者 4 0.2 1,910 0.3 1,767 0.3 105,654 0.3

2 号認定者 6 0.2 2,325 0.4 2,068 0.3 151,745 0.4

② 有病状況

糖尿病 130 25.4 25,164 21.2 23,893 20.7 1,343,240 21.9

高血圧症 292 57.7 64,630 54.6 62,178 54.1 3,085,109 50.5

脂質異常症 138 28.0 31,788 26.7 30,991 26.7 1,733,323 28.2

心臓病 341 67.1 73,217 61.9 71,297 62.0 3,511,354 57.5

脳疾患 201 39.9 33,089 28.2 32,970 28.8 1,530,506 25.3

がん 70 14.5 11,629 9.7 12,090 10.4 629,053 10.1

筋・骨格 285 55.8 63,583 53.7 61,653 53.6 3,051,816 49.9

精神 194 38.1 43,915 37.0 42,035 36.4 2,141,880 34.9

③
介護

給付費

1 件当たり給付費（全体） 59,667 70,593 58,537 58,349

居宅サービス 34,419 40,986 38,583 39,683

施設サービス 270,079 275,281 272,582 281,115

④ 医療費等
要介護認定別

医療費（40 歳以上）

認定あり 10,007 8,458 7,746 7,980

認定なし 4,198 4,123 3,668 3,822

3

①
国保の

状況

被保険者数 2,738 493,770 540,824 32,587,223

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

KDB_NO.5

被保険者の

状況

65～74 歳 1,264 46.2 229,559 42.4 12,462,053 38.2

40～64 歳 950 34.7 176,386 32.6 10,946,693 33.6

39 歳以下 524 19.1 134,879 24.9 9,178,477 28.2

加入率 29.8 27.8 25.6 26.9

②
医療の概況

（人口千対）

病院数 1 0.4 144 0.3 131 0.2 8,255 0.3

診療所数 3 1.1 1,108 2.2 1,561 2.9 96,727 3.0

病床数 99 36.2 15,468 31.3 24,190 44.7 1,524,378 46.8

医師数 9 3.3 1,575 3.2 4,786 8.8 299,792 9.2

外来患者数 672.5 658.5 668.8 668.3

入院患者数 23.5 22.6 17.7 18.2

③
医療費の

状況

一人当たり医療費 28,192
県内 7 位

26,418 24,014 24,253
KDB_NO.3

健診・医療・

介護データか

らみる地域の

健康課題

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

同規模 80 位

受診率 695.945 681.134 686.476 686.501

外来
費用の割合 63.1 56.6 60.9 60.1

件数の割合 96.6 96.7 97.4 97.4

入院
費用の割合 36.9 43.4 39.1 39.9

件数の割合 3.4 3.3 2.6 2.6

1 件あたり在院日数 14.0 日 16.3 日 15.1 日 15.6 日

④

医療費分析
生活習慣病に

占める割合

最大医療資源傷病名

（調剤含む）

がん 109,361,600 19.1 24.1 24.8 25.6

KDB_NO.3

健診・医療・

介護データか

らみる地域

慢性腎不全（透析あり） 57,348,630 10.0 9.1 9.5 9.7

糖尿病 60,784,270 10.6 10.2 10.0 9.7

高血圧症 45,772,030 8.0 9.2 8.8 8.6

精神 89,050,390 15.5 17.5 17.7 16.9

筋・骨格 111,520,310 19.5 16.1 15.7 15.2

❶

❷

❸

❹

❺

❻

❼

❽

❾

❿

差 10,000 円

差 6,000 円
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3

⑤

費用額

（1 件あたり）
入院

糖尿病 438,258 69 位 (15)

KDB_NO.3

健診・医療・

介護データ

からみる地

域

高血圧 451,264 72 位 (13)

脂質異常症 410,921 72 位 (15)

脳血管疾患 504,466 70 位 (17)

心疾患 618,765 50 位 (12)

腎不全 958,487 4 位 (14)

県内順位 精神 331,901 79 位 (24)

順位総数 79 悪性新生物 499,079 70 位 (12)

外来

糖尿病 39,996 14 位

入院の（ ）

内は在院日数

高血圧 34,849 6 位

脂質異常症 32,322 4 位

脳血管疾患 35,568 37 位

心疾患 43,471 25 位

腎不全 191,594 19 位

精神 32,762 13 位

悪性新生物 49,917 46 位

⑥

健診有無別

一人当たり

点数

健診対象者

一人当たり

健診受診者 3,642 2,768 2,584 2,065 KDB_NO.3

健診・医療・

介護データ

からみる地

域

健診未受診者 12,626 12,339 11,934 12,683

生活習慣病対象

者一人当たり

健診受診者 10,158 7,719 7,237 5,940

健診未受診者 35,211 34,410 33,421 36,479

⑦
健診・レセ

突合

受診勧奨者 536 57.3 81,971 56.9 84,602 53.3 4,116,530 55.9 KDB_NO.1

地域全体像

の把握
医療機関受診率 490 52.4 74,352 51.6 77,778 49.0 3,799,744 51.6

医療機関非受診率 46 4.9 7,619 5.3 6,824 4.3 316,786 4.3

4

①

特定健診

の状況

健診受診者 935 143,970 158,763 7,362,845

KDB_NO.3

健診・医療・

介護データ

からみる地

域の健康課

題

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

② 受診率
45.9 県内 43 位

41.0 42.2 全国 7 位 34.0
同規模 97 位

③ 特定保健指導終了者（実施率） 75 69.4 1499 8.1 572 3.3 35,557 4.1

④ 非肥満高血糖 93 9.9 14,201 9.9 16,151 10.2 687,157 9.3

⑤

メタボ

該当者 177 18.9 25,927 18.0 25,333 16.0 1,272,714 17.3

男性 132 29.6 18,053 27.1 17,887 25.1 875,805 27.5

女性 45 9.2 7,874 10.2 7,446 8.5 396,909 9.5

⑥

予備群 105 11.2 16,553 11.5 15,393 9.7 790,096 10.7

男性 80 17.9 11,535 17.3 11,071 15.5 548,609 17.2

県内順位 女性 25 5.1 5,018 6.5 4,322 4.9 241,487 5.8

⑦ 順位総数 79

メタボ該当・

予備群レベル

腹囲

総数 316 33.8 47,928 33.3 46,217 29.1 2,320,533 31.5

⑧ 男性 239 53.6 33,271 49.9 32,823 46.0 1,597,371 50.1

⑨ 女性 77 15.7 14,657 19.0 13,394 15.3 723,162 17.3

⑩

BMI

総数 51 5.5 8,649 6.0 7,337 4.6 346,181 4.7

⑪ 男性 9 2.0 1,438 2.2 1273 1.8 55,460 1.7

⑫ 女性 42 8.6 7,211 9.3 6,064 6.9 290,721 7.0

⑬ 血糖のみ 5 0.5 1,116 0.8 1,062 0.7 48,685 0.7

⑭ 血圧のみ 79 8.4 11,683 8.1 10,052 6.3 546,667 7.4

⑮ 脂質のみ 21 2.2 3,754 2.6 4,279 2.7 194,744 2.6

⑯ 血糖・血圧 34 3.6 4,665 3.2 3,834 2.4 196,978 2.7

⑰ 血糖・脂質 11 1.2 1,419 1.0 1,652 1.0 69,975 1.0

⑱ 血圧・脂質 90 9.6 12,004 8.3 12,020 7.6 619,684 8.4

⑲ 血糖・血圧・脂質 42 4.5 7,839 5.4 7,827 4.9 386,077 5.2

5

①

生活習慣

の状況

服薬
高血圧 355 38.0 51,055 35.5 52,469 33.1 2,479,216 33.7

KDB_NO.1

地域全体像

の把握

糖尿病 90 9.6 12,000 8.3 11,955 7.5 551,051 7.5

脂質異常症 241 25.8 32,128 22.3 36,892 23.2 1,738,149 23.6

② 既往歴

脳卒中
（脳出血・脳梗塞等）

27 3.7 4,464 3.2 4,697 3.1 230,777 3.3

心臓病
（狭心症・心筋梗塞等）

46 6.3 7,897 5.7 10,003 6.6 391,296 5.5

腎不全 0 0.0 1,763 1.3 882 0.6 37,041 0.5

貧血 74 10.2 11,617 8.5 11,296 7.5 710,650 10.1

③ 喫煙 116 12.4 22,417 15.6 21,320 13.4 1,048,171 14.2

④ 週 3 回以上朝食を抜く 32 4.4 10,140 7.6 8,333 6.2 540,374 8.5

⑤ 週 3 回以上食後間食 80 11.0 17,461 13.1 15,693 11.3 743,581 11.8

⑥ 週 3 回以上就寝前夕食 110 15.1 21,902 16.5 20,055 15.0 983,474 15.4

⑦ 食べる速度が速い 190 26.0 36,107 27.2 33,797 25.3 1,636,988 25.9

⑧ 20 歳時体重から 10kg 以上増加 204 27.9 44,552 33.4 40,560 29.0 2,047,756 32.1

⑨ 1 回 30 分以上運動習慣なし 528 72.3 87,774 65.8 89,671 63.9 3,761,302 58.7

⑩ 1 日 1 時間以上運動なし 366 50.3 64,466 48.5 63,966 45.6 2,991,854 46.9

⑪ 睡眠不足 140 19.2 31,141 23.6 30,611 21.9 1,584,002 25.0

⑫ 毎日飲酒 204 28.0 35,843 26.0 36,779 24.4 1,760,104 25.6

⑬ 時々飲酒 176 24.1 29,415 21.3 34,747 23.0 1,514,321 22.0

⑭ 一日飲酒量

1 合未満 200 50.1 55,592 59.9 41,350 54.0 3,118,433 64.1

1～2 合 149 37.3 24,370 26.3 24,618 32.1 1,158,318 23.8

2～3 合 39 9.8 9,606 10.4 8,209 10.7 452,785 9.3

3 合以上 11 2.8 3,225 3.5 2,397 3.1 132,608 2.7

⓫

⓬

⓭

⓮

⓯

⓰

⓱

⓲

差 9,000 円

差 25,000 円
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第２節 介護保険事業の状況

１ 給付の実績

第６期における町の保険給付費は、平成 27 年度と平成 28 年度を比較すると約 4,770 万

円減少しました。これは、町が平成 28 年４月から介護予防・日常生活支援総合事業を開始

したため、要支援の認定を受けていた受給者のうち一定の条件に該当した方が総合事業の

サービスへ移行したことが主な要因です。総合事業開始の影響で平成 28年度は減額となっ

た給付費ですが、平成 29 年度はやや増加する見込みです。訪問看護、訪問リハビリテーシ

ョンなどの訪問系サービスや老人保健施設への短期入所、通所介護など、居宅等サービス

給付費の増加が見込まれるためです。（表１）

また、給付費全体に占める３分類（居宅等サービス、地域密着型サービス、施設サービ

ス）の割合は、平成 28 年度の制度改正により定員 18 人以下の小規模な通所事業所が地域

密着型サービスへ移行したことに伴い居宅等サービスの割合が減少し、信濃町の住民が利

用できる地域密着型サービスの割合が増加しました。

３分類のうち居宅等サービスは、とりわけ訪問系サービスの給付費が伸びており、短期

入所療養介護や福祉用具貸与なども増加傾向にあります。また、施設サービスは特別養護

老人ホームへの入居がやや増加傾向にあります。

表１ 介護給付費（３分類）

（円）

地域包括ケア「見える化」システム総括表

（１）居宅等サービスの状況

第６期の実績では、主に訪問系サービスが増加傾向となっており、中でも訪問看護、訪

問リハビリテーション、居宅療養管理指導など医療的なサービスの給付額が増加していま

す。短期入所療養介護では、老人保健施設の利用が２倍以上に増加しています。（表２）主

な利用先は、「飯山介護老人保健施設みゆき」や「介護老人保健施設須坂やすらぎの園」な

どの町外の施設です。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込み）

居宅等サービス 346,526,861 273,566,082 281,176,757

地域密着型サービス 80,554,282 122,605,409 125,146,585

施設サービス 351,515,338 334,701,983 332,713,493

合計 778,596,481 730,873,474 739,036,835
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表２ 居宅等サービス給付費

訪問介護（ホームヘルプ）

利用者数は総合事業開始により平成 28 年度から減少しましたが、給付額は増加していま

す。介護度が高い方の利用や回数が増えたことが要因として考えられます。今後、訪問系

サービスの必要性があると考える方も多く（P.96）、給付費はやや増加していくことが予想

されます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 1,080 49,821 744 49,513 828 59,714

利用実績量 1,298 57,256 1,037 61,402 1,010 63,378

訪問入浴

利用者数、給付額ともに増加しており、給付費は平成 27 年度と平成 29 年度では２倍近

く増加しています。在宅で生活をしている方の不安に感じる項目として「入浴」が上位に

きており（P.98）、現在の利用傾向から今後も同程度の利用が継続すると見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 12 622 12 645 12 671

利用実績量 51 2,445 65 3,507 82 4,585

訪問看護

利用者数、給付額ともに増加しています。可能な限り在宅生活を継続したいという希望

が多い（P.93）中で利用が増加したと考えられ、今後も利用の増加が予想されます。第６

期計画で検討の必要性があるとしていた訪問看護ステーションの設置などサービスの充実

が必要となると考えられます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 552 4,793 552 5,315 552 5,759

利用実績量 545 4,640 546 5,292 641 7,816

訪問リハビリテーション

利用者数、給付額ともに増加しています。信越病院での利用が主ですが、要支援者の利

用回数がやや増加しており、予防給付でこの傾向が続くことが予想されます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 324 3,926 336 4,202 324 4,256

利用実績量 308 4,731 367 5,652 376 7,495
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居宅療養管理指導

利用者数、給付額ともに増加しています。通院している方の６割以上が介助が必要であ

あり（P.88）在宅生活の継続に必要と感じるサービスで、移送サービスが多くある（P.91）

ことから、通院が困難な方の利用が増加していると考えられます。今後も、在宅生活にお

いては利用希望の増加傾向が続くと予想されます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 504 2,941 528 3,006 528 3,048

利用実績量 551 2,988 640 3,314 694 3,914

通所介護（デイサービス）

利用者数、給付額ともに大きく減少しました。総合事業開始の影響で、平成 28年度から

減少したことが要因です。利用しているサービスでは通所介護が最も多く（P.91）、必要な

施策としてデイサービスをあげる方も多く（P.96）、今後は増加傾向となることが予想され

ます。利用希望に対応するサービス量の確保が必要となると考えられます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 2,532 158,390 1,896 137,599 1,884 137,649

利用実績量 2,561 142,149 1,304 70,312 1,257 74,016

通所リハビリテーション

利用者数は増加していますが、給付額はやや減少しました。町内に提供事業所はないた

め、町外の老人保健施設での利用であり、今後は同程度の利用が継続する見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 0 0 0 0 0 0

利用実績量 28 2,588 47 2,084 42 2,082

短期入所生活介護

平成 28 年度は利用者数が増加したものの給付額は減少し、平成 29 年度には利用者数、

給付額ともに減少しました。今後は、必要な施策として短期入所などの一時的な入所サー

ビスが訪問系サービスと同様に高くなっており（P.96）、また、介護者の負担軽減や介護離

職防止の観点からも、利用希望はある程度継続すると予想されます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 888 49,515 996 51,084 1,116 51,210

利用実績量 942 58,234 995 55,471 880 46,020
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短期入所療養介護（老健）

利用者数、給付額ともに増加しています。全て町外施設での利用で対象者は少数ですが、、

信越病院の介護療養病床の状況等による影響もあると考えられます。今後も、ある程度の

利用は継続する見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 0 0 0 0 0 0

利用実績量 3 323 5 771 19 1,562

短期入所療養介護（病院等）

利用者数は横ばいですが、給付額は増加しています。入所者の介護度や利用日数が増加

したことが要因と考えられます。介護療養病床の空き病床で実施されるサービスのため、

本入所の状況により利用状況は変化すると思われますが、今後も大幅に増加することはな

いとの見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 0 0 0 0 0 0

利用実績量 8 528 8 611 8 718

福祉用具貸与

利用者数、給付額ともに増加しています。住み慣れた自宅での生活を継続するため、利

用希望が高くなる傾向があります。在宅生活の希望が高く（P.93）、現在の利用傾向からも、

今後も同程度の利用が継続する見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 1,572 12,797 1,632 14,408 1,740 16,417

利用実績量 1,893 15,117 2,257 16,893 2,445 19,502

特定福祉用具購入

利用者数は若干増加していますが、給付額はやや減少しています。平成 28年度の制度改

正により、利用者負担が２割となった方の利用による影響も考えられます。購入品目に大

きな変化は見られないため、今後も同程度の利用が見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 60 1,055 60 988 60 988

利用実績量 50 996 50 932 52 861
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地域包括ケア「見える化」システム総括表

（２）地域密着型サービスの状況

通所介護のうち 18 人以下の小規模事業所が平成 28 年の制度改正により地域密着型サー

ビスへ移行したことにより、給付額が大幅に増加しました。

一方、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は、町内の「おらがの里」、「グル

ープホーム絆」のほか、飯綱町の「グループホーム・ケアプラザみつえ」を指定していま

すが、入院や介護度の変化により他施設へ移る等の状況もあり第６期中では減少していま

す。

また、平成 28年度より給付実績のある定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、

住宅改修費

平成 28 年度は利用者数、給付額ともにやや減少しました。福祉用具購入費と同様に、制

度改正の影響が考えられます。在宅生活の支援として希望する方もおり（P.94）、今後も同

程度の利用が見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 60 3,700 84 3,990 96 4,236

利用実績量 38 2,972 37 2,788 39 2,857

特定施設入居者生活介護

平成 28 年度は利用者数、給付額ともに減少しました。介護保険の指定を受けた有料老人

ホーム等の利用のため、入居者の介護度にもよりますが、現在と同程度の利用は継続する

見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 48 8,158 60 9,949 84 13,905

利用実績量 59 11,835 47 8,690 53 9,363

居宅介護支援（計画）

総合事業開始の影響で、平成 28 年度から利用者数が減少しました。総合事業対象者が必

要に応じて要介護申請を行う状況も見られ、今後、要介護認定者がやや増加することも見

込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 3,384 35,523 2,844 35,635 3,156 40,464

利用実績量 3,790 39,719 3,296 35,839 3,293 37,000
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町内にサービス提供事業所はないため、全てが町外の有料老人ホーム等に入居している住

所地特例者の利用によるもので、平成 29 年度には平成 28 年度の約３倍の給付額となる見

込みです。（表３）

※町内の地域密着型サービス提供事業所は、「２ 介護事業所の整備状況」の表８を参照し

てください。

表３ 地域密着型サービスの給付費

地域包括ケア「見える化」システム総括表

（３）施設サービスの状況

施設サービスは、おらが庵（介護老人福祉施設）と信越病院（介護療養型医療施設）の

利用のほか、町外施設の利用もあります。

地域密着型通所介護

総合事業開始により、平成 28 年度から給付を行っています。利用者数、給付額ともに増

加しており、通所介護同様に利用希望は継続する見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 1,176 85,971 1,428 112,291

利用実績量 916 49,779 922 52,572

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

利用者数、給付額ともに減少しています。町外の町指定施設への入居者数、介護度の変

化や施設の受け入れ状況によるものです。第６期で認知症高齢者の増加を見込んだ整備を

進めたため、今後は整備分の給付額が増加する見込みです。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 324 78,008 324 77,853 324 106,174

利用実績量 336 80,554 308 71,357 291 67,951

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

町内にサービス提供事業所はありませんが、平成 28年度より町外の有料老人ホーム等の

入居者で利用があり、給付額も増加しています。今後もある程度は継続的に利用すること

が見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 0 0 0 0 0 0

利用実績量 0 0 15 1,468 26 4,622
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また、老人保健施設は全て町外施設の利用となります。施設サービス全体では減少して

いますが、老人福祉施設への入居はやや増加している一方で、介護老人保健施設の給付額

が大幅に減少し、居宅等サービスの短期入所療養介護の給付額が増加していることから、

長期入所の利用から短期入所の利用へ移行していることが伺えます。

表４ 施設サービス給付費

地域包括ケア「見える化」システム総括表

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

利用者数、給付額ともに増加しています。在宅生活が困難となった場合に、町内にサー

ビス提供事業所があることや近隣市町村の施設が増えたことにより、利用がやや増加した

と考えられます。（表５）今後も、町内施設での利用希望を主に、需要が継続すると見込ま

れます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 828 197,754 828 197,372 828 197,372

利用実績量 967 217,459 988 224,002 997 228,686

介護老人保健施設

利用者数、給付額ともに減少しています。町内にサービス提供事業所がなく、また、よ

り在宅復帰を進めたことで短期入所へ利用が移行した影響や、特別養護老人ホームの待機

者の利用が減ったことで、減少傾向となったと考えられます。在宅復帰を目指す施設とし

て、在宅での生活を希望する方が多い中で（P.93）、今後もある程度の利用は見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 96 22,777 96 22,733 96 22,733

利用実績量 127 32,835 96 23,759 52 12,150

介護療養型医療施設

利用者数、給付額ともに平成 28 年度は減少しました。主に信越病院での利用で、平成 29

年度の総額は増加する見込みで、今後、信越病院を主とした現在の利用希望がおおむね継

続すると見込まれます。

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）
利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円） 利用者数（人） 給付費（千円）

計画見込量 276 88,756 276 88,584 276 88,584

利用実績量 339 101,220 282 86,939 318 91,877
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表５ 信濃町被保険者の各施設への入所状況 （平成 29 年９月現在）

（４）その他の給付費の状況

月の自己負担が一定額を超えた場合の高額介護（予防）サービス費、所得の少ない方の

施設利用時の食費等の負担を軽減する特定入所者介護（予防）サービス費、医療保険と介

護保険の自己負担の合計額が高額となった場合の高額医療合算介護（予防）サービス費、

国保連合会への審査支払手数料も介護保険給付費となります。（表６）

特定入所者介護（予防）サービス費は、平成 28年度の制度改正により非課税年金額も勘

案要件となり、平成 27 年度に比べて平成 28 年度は減免額の高い第二段階認定の方が減少

しましたが、介護度の高い受給者の利用が伸びたことで給付費は増加しました。平成 29 年

度は、特定入所者介護サービス費の認定者が大きく減少しているため、給付費も減少する

見込みです。また、審査支払手数料については、平成 28 年度は介護予防・日常生活支援総

合事業の開始により国保連合会での審査件数が減少したため、給付費も減少しています。

表６ その他の給付費

（円）

介護事業状況報告（年報）より

平成 27 年度 平成 28 年度 平成29年度（見込み）

高額介護（予防）サービス費 15,228,023 16,105,267 16,473,556

特定入所者介護（予防）サービス費 34,901,720 36,219,030 31,729,105

高額医療合算介護（予防）サービス費 1,908,548 1,722,159 1,734,053

審査支払手数料 813,682 741,994 760,322

合計 52,851,973 54,788,450 50,697,036

種別 施設名 法人名 利用者

特別養護

老人ホーム

おらが庵 社会福祉法人おらが会 49

矢筒荘 長野広域連合 12

小布施荘 長野広域連合 １

高山おんせん朝日ホーム 社会福祉法人ﾊｲﾈｽﾗｲﾌ １

若槻ホーム 社会福祉法人若槻ホーム １

りんごの郷 社会福祉法人ｼﾞｪｲｴｰ長野会  11

泉平ハイツ 社会福祉法人豊智福祉会 ５

豊野清風園 社会福祉法人賛育会 ３

ぽー愛 社会福祉法人明倫福祉会 １

介護老人

保健施設

長寿の里 聖峰会 ２

老人保健施設ふるさと 長野医療生活協同組合 １

飯山介護老人保健施設みゆき 医療法人みゆき会 １

朝日ﾎｰﾑおんせんﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 社会福祉法人ﾊｲﾈｽﾗｲﾌ １

介護療養型

医療施設

信越病院 信濃町 22

栗田病院 栗田病院グループ １

東和田病院 医療法人団温心会 １
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（５）標準給付費総額の状況

第６期の標準給付費総額（介護給付費とその他の給付）は約 24 億円となる見込みで、第

５期（平成 24 年度から平成 26 年度）の標準給付費総額から約 9,500 万円増加しており、

伸び率は 4.1％となる状況です。（表７）

表７ 標準給付費

（円）

平成 27 年度 平成 28 年度 平成29年度（見込み）

総給付費 778,596,481 730,873,474 739,036,835

高額介護（予防）サービス費 15,228,023 16,105,267 16,473,556

特定入所者介護（予防）サービス費 34,901,720 36,219,030 31,729,105

高額医療合算介護（予防）サービス費 1,908,548 1,722,159 1,734,053

審査支払手数料 813,682 741,994 760,322

標準給付費総額 831,448,454 785,661,924 789,733,871
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２ 介護事業所の整備状況

平成 28 年の制度改正により、通所介護のうち 18 人以下の小規模な通所介護事業所は、

地域密着型通所介護に変更されました。（表８）

第６期計画で平成 29 年度において認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の整備

を計画し、おらがの里が１ユニット９床の増床に向け準備を進めました。

表８ 町内所在事業所一覧

(●は地域密着型サービス)

事 業 所 名

サ ー ビ ス 種 類

介
護
予
防
支
援

居
宅
介
護
支
援

訪問介護

通所介護

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

介
護
療
養
型
医
療
施
設

介
護
老
人
福
祉
施
設

ヘ
ル
パ
ー

デ
イ
サ
ー
ビ
ス

1 信濃町地域包括支援センター ○

2 信濃町社会福祉協議会 ○ ○ ○

3 おらが会 ○

4 多羅尾事務所 ○

5 信濃町デイサービスセンター ○ ○

6 多羅尾ヘルパーステーション ○ ○

7 宅老所にぎやか ● ○

8 宅老所こころ ● ○

9 宅幼老所ひなたぼっこの家 ● ○

10 デイサービス花かご（H29.11 閉所） ● ○

11 宅老所いちげん庵（H29.12 開所） ● ○

12 おらが庵 ○ ○

13 おらがの里 ●

14 介護センター絆 ●

15 信濃町立信越病院 ○ ○

合 計 1 3 2 6 8 1 1 2 1 1
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＜参考：介護保険サービスの種類＞

◆介護予防サービスの種類（要支援１～２の方）

※介護予防訪問・通所介護は、介護予防・日常生活支援総合事業での利用となります。

（１）介護予防居宅サービス

（１）介護予防居宅サービス

① 介護予防訪問入浴介護

② 介護予防訪問看護

③ 介護予防訪問リハビリテーション

④ 介護予防居宅療養管理指導

⑤ 介護予防通所リハビリテーション

⑥ 介護予防短期入所生活介護

⑦ 介護予防短期入所療養介護

⑧ 介護予防特定施設入居者生活介護

⑨ 介護予防福祉用具貸与

⑩ 特定介護予防福祉用具販売

（２）地域密着型介護予防サービス

① 介護予防認知症対応型通所介護

② 介護予防小規模多機能型居宅介護

③ 介護予防認知症対応型生活介護

（３）介護予防住宅改修

（４）介護予防支援

サービス名 内容

① 介護予防訪問入浴介護

要支援１又は２の方を対象に、居宅を訪問し、浴槽

を家庭に持ち込み、入浴の介護を行うサービスで

す。

② 介護予防訪問看護

要支援１又は２の方を対象に、医師の指示のもと、

看護師や理学療法士、作業療法士などが居宅を訪問

し、療養上の管理や指導を行うサービスです。

③ 介護予防訪問リハビリテーション

要支援１又は２の方を対象に、医師の指示のもと、

理学療法士、作業療法士などが居宅を訪問し、理学

療法・作業療法などのリハビリテーションを行うサ

ービスです。

④ 介護予防居宅療養管理指導

要支援１又は２の方を対象に、医師、歯科医師、薬

剤師等が通院困難な方の居宅を訪問し、療養上の管

理や指導を行うサービスです。



31

（２）地域密着型介護予防サービス

⑤ 介護予防通所リハビリテーション

要支援１又は２の方を対象に、介護老人保健施設や

医療機関などに通い、医師の指示により理学療法・

作業療法などのリハビリテーションを行うサービ

スです。

⑥ 介護予防短期入所生活介護

要支援１又は２の方を対象に、特別養護老人ホーム

等に短期間入所し、入浴・食事などの介護と日常生

活の援助と機能訓練を行うサービスです。

⑦ 介護予防短期入所療養介護

要支援１又は２の方を対象に、介護老人保健施設や

介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護及び医

学的管理のもとで、介護・機能訓練等の必要な医療

や日常生活の援助と機能訓練を行うサービスです。

⑧ 介護予防特定施設入居者生活介護

有料老人ホームやケアハウス（軽費老人ホーム）な

どに入居している要支援１又は２の方を対象に、特

定施設サービス計画に基づいて、入浴・食事等の介

護、日常生活上の援助、機能訓練、療養上の援助を

行うサービスです。

⑨ 介護予防福祉用具貸与

要支援１又は２の方を対象に、日常生活上の便宜を

図る用具や機能訓練のための用具を貸与するサー

ビスです。

⑩ 特定介護予防福祉用具販売

要支援１又は２の方を対象に、貸与になじまない入

浴や排せつのための用具の購入費の一部を支給す

るサービスです。

サービス名 内容

① 介護予防認知症対応型通所介護

要支援１又は２で認知症の方に、介護施設等に通い

入浴、排せつ、食事その他の介護を受けるとともに、

日常生活上の機能訓練を行うサービスです。

② 介護予防小規模多機能型居宅介護

要支援１又は２の方を対象に、「通い」を中心とし

て、状態や希望などに応じて「訪問」や「泊まり」

を組み合わせ、在宅での生活継続を支援するサービ

スです。

③ 介護予防認知症対応型共同生活介護

要支援２で認知症の方（急性の状態にある方を除

く）に、その共同生活を営むべき住居（認知症対応

型グループホーム）において、入浴、排せつ、食事

その他の日常生活上の援助及び機能訓練を行うサ

ービスです。
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（３）介護予防住宅改修

（４）介護予防支援

◆介護サービスの種類（要介護１～５の方）

サービス名 内容

介護予防住宅改修

要支援１又は２の方を対象に、居宅での自立した生

活や介護を支援するため、必要となる手すりの取付

け、段差解消等の工事に対して費用の一部を支給す

るサービスです。

サービス名 内容

介護予防支援

要支援１又は２の方を対象に、対象者のアセスメン

トをもとに介護予防サービス計画（ケアプラン）を

作成するとともに、計画に基づくサービス提供が確

保されるよう、事業者等との連絡調整を行うサービ

スです。

（１）居宅サービス

① 訪問介護

② 訪問入浴介護

③ 訪問看護

④ 訪問リハビリテーション

⑤ 居宅療養管理指導

⑥ 通所介護

⑦ 通所リハビリテーション

⑧ 短期入所生活介護

⑨ 短期入所療養介護

⑩ 特定施設入居者生活介護

⑪ 福祉用具貸与

⑫ 特定福祉用具販売

（２）地域密着型介護サービス

① 夜間対応型訪問介護

② 認知症対応型通所介護

③ 小規模多機能型居宅介護

④ 認知症対応型共同生活介護

⑤ 地域密着型特定施設入居者生活介護

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

⑦ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護

⑨ 地域密着型通所介護
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（１）居宅サービス

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援

（５）施設サービス

① 介護老人福祉施設

② 介護老人保健施設

③ 介護療養型医療施設

④ 介護医療院

サービス名 内容

① 訪問介護

要介護１から５の方を対象に、ホームヘルパーが居

宅を訪問し、入浴、排せつ、食事等の介護など日常

生活上の支援を行うサービスです。

② 訪問入浴介護

要介護１から５の方を対象に、居宅を訪問し、浴槽

を家庭に持ち込み、入浴の介護を行うサービスで

す。

③ 訪問看護

要介護１から５の方を対象に、医師の指示のもと

に、看護師や理学療法士、作業療法士などが居宅を

訪問し、療養上の管理や指導を行うサービスです。

④ 訪問リハビリテーション

要介護１から５の方を対象に、医師の指示のもと

に、理学療法士、作業療法士などが居宅を訪問し、

理学療法・作業療法などのリハビリテーションを行

うサービスです。

⑤ 居宅療養管理指導

要介護１から５の方を対象に、医師、歯科医師、薬

剤師等が通院困難な方に訪問し、療養上の管理や指

導を行うサービスです。

⑥ 通所介護

要介護１から５の方を対象に、介護施設等に通い、

入浴、排せつ食事等の介護などを受けるとともに、

レクリエーションや日常生活訓練などの機能訓練

を行うサービスです。

⑦ 通所リハビリテーション

要介護１から５の方を対象に、介護老人保健施設や

医療機関などに通い、医師の指示により理学療法・

作業療法などのリハビリテーションを行うサービ

スです。
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（２）地域密着型介護サービス

⑧ 短期入所生活介護

要介護１から５の方を対象に、特別養護老人ホーム

等に短期間入所し、入浴、排せつ、食事等の介護と

日常生活の援助及び機能訓練を行うサービスです。

⑨ 短期入所療養介護

要介護１から５の方を対象に、介護老人保健施設や

介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護及び医

学的管理のもと、介護・機能訓練等の必要な医療や、

日常生活の援助を行うサービスです。

⑩ 特定施設入居者生活介護

有料老人ホームやケアハウス（軽費老人ホーム）な

どに入居している要介護１から５の方を対象に、特

定施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食

事等の介護、日常生活上の援助、機能訓練、療養上

の援助を行うサービスです。

⑪ 福祉用具貸与

要介護１から５の方を対象に、日常生活上の便宜を

図る用具や機能訓練のための用具を貸与するサー

ビスです。

⑫ 特定福祉用具販売

要介護１から５の方を対象に、貸与になじまない入

浴や排せつのための用具の購入費の一部を支給す

るサービスです。

サービス名 内容

① 夜間対応型訪問介護

事前登録をした要介護１から５の方を対象に、夜間

を含め定期巡回と通報により訪問し、入浴、排せつ、

食事等の介護などの日常生活上の援助のほか緊急

時の対応などを行うサービスです。

② 認知症対応型通所介護

要介護１から５で認知症の方に、介護施設等に通い

入浴、排せつ、食事その他の介護を受けるとともに、

日常生活上の機能訓練を行うサービスです。

③ 小規模多機能型居宅介護

要介護１から５の方を対象に、「通い」を中心に、

状態や希望などに応じて「訪問」や「泊まり」を組

み合わせ、在宅での生活継続を支援するサービスで

す。
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（３）住宅改修

④ 認知症対応型共同生活介護

要介護１から５で認知症の方（急性の状態にある方

を除く）に、その共同生活を営むべき住居（認知症

対応型グループホーム）において、入浴、排せつ、

食事その他の日常生活上の援助及び機能訓練を行

うサービスです。

⑤ 地域密着型特定施設入居者生活介護

要介護１から５の方を対象にした、定員が30人未満

の地域密着型特定施設（ケアハウス・有料老人ホー

ムなど）です。地域密着型特定施設サービス計画に

基づいて、入浴、排せつ、食事等の介護、日常生活

上の援助や機能訓練を行うサービスです。

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設入所

者生活介護

要介護１から５の方を対象にした、定員30人未満の

小規模特別養護老人ホームです。地域密着型施設サ

ービス計画に基づいて、入浴、排せつ、食事その他

の日常生活上の援助、機能訓練、健康管理及び療養

上の援助を行う、圏域内の方を中心にした入所サー

ビスです。

⑦ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

要介護認定者の在宅生活を支えるため、日中・夜間

を通じて、訪問介護と訪問看護を一体的に、又はそ

れぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時

の対応を行うサービスです。

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護

平成24年度からの新しい地域密着型サービスで、要

介護１から５の方を対象に、医療ニーズの高い高齢

者に対応するため、小規模多機能型居宅介護のサー

ビスに加え、必要に応じて訪問看護を一体的に提供

するサービスです。

⑨ 地域密着型通所介護

要介護１から５の方を対象に、介護施設等に通い、

少人数で入浴、排せつ、食事等の介護などを受ける

とともに、レクリエーションや日常生活訓練などの

機能訓練を行うサービスです。

サービス名 内容

住宅改修

要介護１から５の方を対象に、居宅での自立した生

活や介護を支援するため、必要となる手すりの取付

け、段差解消等の工事に対して費用の一部を支給す

るサービスです。
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（４）居宅介護支援

（５）施設サービス

サービス名 内容

居宅介護支援

要介護１から５の方を対象に、対象者のアセスメン

トをもとに介護サービス計画（ケアプラン）を作成

するとともに、計画に基づくサービス提供が確保さ

れるよう、事業者等との連絡調整を行うサービスで

す。

サービス名 内容

① 介護老人福祉施設

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）に入所す

る要介護１から５の方に対し、施設サービス計画に

基づいて、入浴、排せつ、食事その他の日常生活上

の援助、機能訓練、健康管理及び療養上の援助を行

うサービスです。

② 介護老人保健施設

介護老人保健施設に入所する要介護１から５の方

に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学

的管理のもと介護及び機能訓練その他必要な医療

並びに日常生活上の援助を行うサービスです。

③ 介護療養型医療施設

介護療養型医療施設に入所する要介護１から５の

方に対し、施設サービス計画に基づいて、療養上の

管理、看護、医学的管理のもと介護、その他の援助

及び機能訓練、その他必要な医療を行うサービスで

す。

④ 介護医療院
介護療養病床の医療機能を維持し、生活施設として

の機能を兼ね備えた施設です。
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第３章 計画の基本目標

第１節 信濃町が目指す 2025 年の将来像・実現するための重点事項

１ 信濃町が目指す 2025 年の将来像

少子高齢化が進展する中、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるよう、

将来世代への負担と給付に配慮した介護保険事業を運営します。特に団塊の世代が後期高

齢者となる平成 37 年（2025 年）を視野に、第６期介護保険事業計画から進めている地域包

括ケアシステム構築をさらに進め、介護サービスの充実と高齢者を支える地域づくりの取

組を推進します。そのためには、高齢者を含めた地域住民、介護事業者、医療関係者など

が平成 37 年（2025 年）の目指すべき将来像を共有し、それぞれの役割を発揮することで取

組の充実が図られると考えます。

町では、平成 37 年（2025 年）に高齢者が地域のつながりの中で、健康で自分らしく生活

をしている姿を、2025 年の将来像として、その実現に向けて施策を展開していきます。

２ 実現するための重点事項

１ 高齢者が社会参加し、自主的な介護予防に取り組めるような環境の整備

２ 地域において高齢者を支える地域包括支援体制の充実

３ 利用者の立場に立ったケアマネジメントによる介護サービスの適正な運営

４ 支える側、受ける側と分かれるのではなく、住民一人ひとりが自分のできる役割

を持ち自分らしく暮らすことができる仕組みの構築

第２節 基本目標

１ 基本目標

2025 年の将来像・重点事項を踏まえ、本計画の基本目標は、以下のとおりとします。

高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持ち、安心して暮らすことができる地域社会を目

指し、医療・介護・予防・住まい・生活支援の５つの柱に沿って「信濃町地域包括ケアシ

ステム」の構築に取り組みます。高齢者が自分の有する能力を最大限発揮して、役割をも

って活躍でき、重度な要介護状態となっても、地域の中でのつながりを持ちながら、尊厳

を保ち、自分らしく暮らすことができる社会を目指します。

「住み慣れた地域で支えあい、安心して暮らし続けられる地域社会の実現」
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第３節 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

１ 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組

（１）高齢者の自立支援・介護予防、重度化防止

介護保険制度は、高齢者が尊厳を保持し、その有する能力に応じて自立した日常生活を

営むために、また要介護状態等になることへの予防、要介護状態の軽減、悪化の防止のた

めに必要な保健医療サービス及び福祉サービスを行います。

住民や事業者など地域全体への自立支援・介護予防に関する普及啓発を進めるとともに、

地域でつながる介護予防の通いの場の充実等の検討など、関係機関と連携し、さらに地域

ケア会議の多職種連携の取り組みから要介護状態等の「予防」や「軽減」、「重度化防止」

に向けた施策を推進します。

（２）介護給付等対象サービスの充実・強化

高齢者が要介護状態等となっても、住み慣れた地域や望む場所において、自分の意思で

自分らしい生活を営むことを可能とするためのサービスの提供や在宅と施設の連携など、

地域における継続的な支援体制の整備を図っていきます。

（３）在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための整備

在宅医療の推進については、長野県の支援のもと、信越病院と連携して体制の整備を進

めます。

また、医療ニーズ及び介護ニーズを併せ持つ慢性疾患又は認知症等の高齢者の増加が見

込まれることから、その高齢者が継続して日常生活が営めるよう、医療関係職種と介護関

係職種との連携等、在宅医療・介護連携の推進を図っていきます。

（４）日常生活を支援する体制の整備

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症高齢者などの増加に対応し、地域で安心して在宅

生活を継続していくために必要となる多様な生活支援サービス等を整備していく必要があ

ります。そのために地域の実情に応じて、NPO、民間企業、ボランティア、社会福祉法人等

の事業主体の支援や協働体制を図っていきます。

（５）高齢者の住まいの安定的な確保

高齢者向け住まいが、地域におけるニーズに応じて供給されることを目指して取り組み

ます。

今後、高齢者人口や人口構成の変化に伴い地域ごとに介護需要も異なってくることから、

医療及び介護の提供体制を、住宅や居住に係る施策との連携を踏まえつつ、まちづくりの

視点をもって進めます。
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２ 地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステム

地域包括ケアシステムは、高齢期におけるケアが念頭に置かれていますが、必要な支援

を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生活を支援するという考え方は、障がい

者の地域生活への移行や、困難を抱える地域の子どもや子育て家庭に対する支援等にも応

用することが可能な概念です。

平成 28 年６月２日に閣議決定となった「ニッポン一億総活躍プラン」の中に盛り込まれ

ている地域共生社会の実現（※）のための「我が事・丸ごと共生社会」を育むために、現

行の地域包括ケアシステムを応用し、包括的な相談体制の整備や専門職の確保を図るとと

もに、庁内関係課とも連携して施策を推進します。

※【子ども、高齢者、障がい者など全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高

め合うことができる「地域共生社会」を実現する。このため、支え手側と受け手側に分か

れるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支えながら、自分らしく活躍できる

地域コミュニティを育成し、福祉などの広域の公的サービスと協同して助け合いながら暮

らすことのできる仕組みを構築する。】

第４節 介護給付等に要する費用の適正化への取組及び目標設定

１ 現状と課題

介護給付費の適正化は、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必

要とする過不足のないサービスを事業者が適切に提供するよう促すことで、適切なサービ

ス提供の確保とそれによる費用の効率化を図り、介護保険制度の信頼感を高め、持続可能

な制度とすることを目的としています。

当町の適正化事業は、県の「介護給付費適正化計画」における主要５事業（要介護認定

の適正化（認定調査状況チェック）、ケアプランの点検、住宅改修等の点検、縦覧点検・医

療情報との突合及び介護給付費通知）の内、サービス利用の根拠となるケアプランの点検

や、実際の利用状況の把握や適正性の確認を行う住宅改修等の点検を主に取り組んできま

した。また、縦覧点検については国保連合会への委託により実施してきた一方で、医療情

報との突合及び介護給付費通知については、未実施となっています。

本計画においては、団塊世代が 75 歳以上となる 2025 年を念頭に、介護保険制度をより

持続可能なものとするための介護給付費の適正化が必要な状況にあり、不適正・不正な給

付（事業所）の発見に「給付実績の活用」が効果的とされている中で、未実施である２事

業の内、医療情報の突合について取り組む方針です。介護給付費通知については、費用と

効果や受給者の状況を踏まえて、将来的な実施について検討を行います。
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２ 本計画の方針と目標

長野県が策定する「介護給付費適正化計画」に準じて次の取組を実施します。

（１）要介護認定の適正化

認定調査員間で認定調査の内容について確認を行い、また県で開催する研修会等に参加

して資質向上を図り、適切かつ公平な要介護認定を実施出来るよう努めます。

（２）ケアプランの点検等介護支援専門員の資質の向上

町内所在事業所の介護支援専門員の資質向上を目的とし、ケアプラン点検を実施します。

プラン作成の視点や過程の見直しを行うとともに、問題点・課題等の事業所間での共有

を行うなどの取り組みを実施します。

（３）住宅改修等の点検

住宅改修や福祉用具購入・貸与の点検については、認定調査での訪問時に改修の効果や

福祉用具の利用状況などの確認を行うなど、適正な利用状況となるよう努めます。

（４）縦覧点検・医療情報との突合

縦覧点検は、国保連合会への委託により実施し、医療情報との突合については、医療保

険者と連携を図り内容の確認を実施します。

（５）給付実績の活用

国保連合会から提供される給付実績を活用し、給付限度額の一定割合を超えている事業

者や給付に偏りのある事業者への確認等を行い、必要に応じて過誤調整や指導を行うよう

努めます。

表１ 給付適正化事業の目標

平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

ケアプラン点検 町内 3事業所 町内 3事業所 町内 3事業所

住宅改修等の点検 毎月実施 毎月実施 毎月実施

縦覧点検・医療情報との突合 毎月実施 毎月実施 毎月実施



41

第４章 高齢者福祉事業

第１節 高齢者福祉事業の概要

１ 高齢者福祉事業

少子高齢化の急速な進行、家族形態や生活様式の変化により、高齢者が生きがいを持っ

て元気に生活することが重要となっています。

今まで培ってきた知識、経験、技能を活かしながら、いきいきと地域活動に参加できる

よう支援を行うと共に、生きがいや健康づくり、生涯学習の場の提供と情報提供を行いま

す。また、介護保険事業と連携しながら、各種サービスの提供を行います。

第２節 生きがい対策

１ 現状

高齢者が生きがいを持って、地域で生活ができるように次の事業を実施しています。

（１）老人クラブ

町内各地域にある老人クラブの活動費を助成しています。また、それを束ねる連合会が、

各クラブを育成するための活動促進費や、健康づくり事業に対して助成しています。特に、

老人クラブ連合会が主体となって行う高齢者スポーツ大会では、町・社会福祉協議会が協

力し、大会運営の支援を行っています。

（２）ふれあい昼食会

ひとり暮らしの高齢者を対象に、交流を目的とした昼食会を開催しています。地域支援

事業の一環として社会福祉協議会に委託し、年３回開催しています。

（３）長寿祝い品支給事業

敬老の日にあわせて、長年地域に寄与されてきた 88 歳、100 歳の皆さんを労うために祝

い品を贈呈しています。

（４）ボランティアまちづくりセンター

元気な高齢者が、虚弱な高齢者を支援するボランティア活動等に対し、信濃町社会福祉

協議会内にある信濃町ボランティア・まちづくりセンターと協力し支援します。主な活動

としては、地域支援事業の配食サービスで、週１回弁当の配達を行っています。
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（５）公益社団法人 シルバー人材センター

高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により設立されている、公益社団法人 長野シル

バー人材センターは、長野市、飯綱町、信濃町で運営されています。センターでは働くこ

とに生きがいを持ち、社会参加を目指す 60 歳以上の方が会員となり様々な事業を行ってい

ます。豊かな知識や経験を活かして働く意欲のある皆さんに、センターの情報を紹介して

います。

（６）シニア大学

交友の輪を広げながら積極的に社会参加を目指す皆さんを対象に、シニア大学の受講案

内を行っています。

２ 今後の方針・目標

地域で本人が生きがいを持って生活できるよう、今後も介護保険事業と連携しながら各

種事業を進めていきます。

ひとり暮らし高齢者や高齢者世帯が増加する中、ボランティア活動やシルバー人材セン

ターに登録している元気な高齢者の力も借りながら、自助互助共助による地域づくりも支

援していきます。

定年後の再雇用、定年延長などにより各団体への加入、入会者が減少傾向となっていて、

元気な高齢者が多いことが伺えます。（表１）

表１ 各団体への加入・入会者数等

実 績 推 計

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32 年度

老人クラブ数 （団体） 5 5 4 4 4 4

会員数 （人） 482 466 363 360 360 360

高齢者スポーツ大会参加者 （人） 75 64 48 48 48 48

ふれあい昼食会参加者数 （人） 212 179 138 150 150 150

開催回数 （回） 3 3 3 3 3 3

長寿祝品支給者（88 歳と 100 歳） （人） 95 102 82 106 100 100

配食サービス希望者 （人） 46 56 72 80 80 80

シルバー人材センター登録者 （人） 45 39 37 40 40 40

シニア大学 入学者 （人） 7 1 2 3 3 3
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第３節 生活支援サービス

１ 在宅福祉サービス

（１）現状

高齢者が在宅で生活するために次の事業を行っています。

ア 高齢者軽度生活支援

おおむね 65 歳以上の単身世帯、高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に属する高齢者

であって、日常生活上の援助が必要な方に対して、シルバー人材センターを活用して草刈

り、除雪等の支援を行っています。

イ タクシー等利用助成

町の行事等社会参加に利用していただくため、75 歳以上の高齢者に、バスやタクシーの

助成券を配布しています。また、病院への通院が困難な要介護２以上や、身体障がい者手

帳等をお持ちの高齢者にはタクシー券を配布しています。

ウ 福祉用具貸与

介護保険制度の福祉用具貸与事業の対象とならない高齢者や身体障がい者で福祉用具が

必要な方に、社会福祉協議会に委託してベッド、車イス等の貸与を行っています。

エ 緊急通報体制整備事業

ひとり暮らしの高齢者を中心に、緊急事態に対応するため緊急通報装置を設置していま

す。これは、緊急時に装置のボタンを押すことで受信センターから状況確認の電話が入り、

必要な処置を手配します。

オ 住宅除雪支援員派遣事業

高齢者世帯、 母子・父子世帯、傷病・障がい者世帯のうち、原則として住民税所得割非

課税世帯であって、自己の労力を持って屋根の除雪をすることができない世帯に、県の「住

宅除雪支援員派遣事業実施要領」により日常居住用に使用している家屋の屋根の除雪、お

よび屋根から降ろした雪の必要最小限の排除のため住宅除雪支援員を派遣しています。

カ 高齢者共同住宅

冬季間（12月から４月まで）一時的に入居できる高齢者住宅を提供します。現在は、保

健センターの２階にありますが、建物の老朽化、お風呂等の設備が整っていないため入居

できない状況が続いています。利用を希望する高齢者には、空き教員住宅に入居をしてい

ただいている状況なので、今後場所等も含め整備が必要です。
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キ 高齢者にやさしい住宅改良事業

高齢者等が在宅で生活できるように、段差の解消やスロープの設置といった住宅の一部

を改良する費用を、介護保険事業と連携しながら助成します。（上限 70万円）

（２）本計画内の方針と目標

いつまでも在宅で生活したいという希望に沿うように、今後も介護保険事業と連携しな

がら、在宅福祉サービスを充実させていきます。

２ 施設福祉サービス

（１）現状

ア 養護老人ホーム

町内には養護老人ホームはありません。65歳以上で、環境や経済状況により在宅で生活

することが困難な高齢者が、町の措置により長野市、坂城町にある養護老人ホームに入所

しています。

（２）本計画内の方針と目標

ひとり暮らし高齢者等が増加する中で、身体的には要介護の状態にはないが、環境や経

済状況から在宅で生活することが困難な高齢者の入所について支援していきます。

（人）

実 績 推 計

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31年度 平成 32年度

高齢者軽度生活支援実施件数 （件） 62 70 67 70 70 70

福祉バスタクシー利用券枚数 （枚） 16,971 20,586 19,000 20,000 20,000 20,000

福祉用具貸与事業額 （千円） 148 140 141 400 400 400

緊急通報装置設置件数 （件） 148 140 141 150 150 150

雪害救助員派遣対象件数 （件） 56 43 40 50 50 50

実 績 推 計

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

養護老人ホーム入居者数 （人） 4 5 3 4 4 4
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第４節 高齢者の移動手段の確保

１ 高齢者の移動手段の確保

（１）現状・課題

当町は交通手段として自家用車等の利用頻度が高い特徴があります。平 24年度から乗り

合いで原則玄関先から目的地まで利用できるデマンド交通システム「ふれあいコスモス号」

が導入され、高齢者や障がい者を中心に、主に買い物や通院等の足として定着しつつあり

ます。

また、現在、認知症高齢者等による交通事故が社会問題として取り上げられる中、高齢

者の運転免許証の自主返納等、今後の需要の拡大が見込まれるところです。

外出を頻繁にする高齢者は、歩行状況が維持・改善するといった報告がされるなど、高

齢者の介護予防を推進するためには、外出をして、買物やサロン等で人と多く接する等、

運動や社会参加を活発にすることが必要です。

高齢者が気兼ねなく活用できる移動手段の確保は介護予防の重要な要素となっています。

地域包括ケアシステムの観点から様々な高齢者の移動手段の方策について検討すると共

にデマンド交通の有効活用に向けての取組が必要です。

（２）本計画の方針と目標

地域毎の高齢者の移動手段に関する課題等について、協議体において協議し、その内容

を、「信濃町地域公共交通協議会」で検討していただくように庁内連携により取り組みます。

また、福祉有償運送の実施についても推進します。
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第５章 地域包括支援体制の充実

第１節 在宅医療・介護連携の推進

１ 在宅医療・介護連携の推進

（１）目的・内容

在宅医療・介護の連携推進については、介護保険法の改正に伴い、地域支援事業の包

括的支援事業に位置付けられ、町が主体となり関係機関と連携しつつ取り組むこととな

っています。医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提

供するために、医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進することを目

的としています。

（２）現状と課題

ア 現状

在宅医療・介護連携連絡会は毎週水曜日に役場を会場に、在宅医療・在宅療養のため多

職種の機関・関係者間で個別事例の情報交換や事例検討、地域課題の検討を行っています。

平成 29 年度からは月に１回、信越病院に会場を移し、より多くの関係者の出席を得るよ

うになりました。

イ 課題

在宅医療・介護連携連絡会等の活動を中心に、在宅医療・介護連携推進８事業を実施し

ています。

今後、医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ高齢者の増加を見据え、現在進めている事業

をさらに推進するとともに、日常生活圏域における在宅医療・介護連携のための体制の充

実が重要となります。

そして地域住民に対しては、的確な情報提供により、理解を深めていただくことができ

るよう取り組む必要があります。

（３）本計画内の方針と目標

現在進めている在宅医療・介護連携推進事業について、関係団体との連携をさらに進め、

以下のとおり一層の充実に向け取り組んでいきます。

ア 地域の医療・介護の資源の把握

地域における医療及び介護に関する情報の収集、整理及び活用を行う事業では、関係機
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関の情報を把握し、明確化します。

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

地域の医療機関、介護関係者などが参画する会議を開催し、在宅医療・介護連携の課

題の抽出、解決策などの協議について、地域ケア会議などを通じて実施します。

ウ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築

医療・介護関係者による在宅医療連携連絡会等の会議により、在宅医療及び在宅介護が

円滑に提供される仕組みの構築に向けた方策の企画及び立案に向けた取り組みを進めてい

きます。

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援

医療機関と介護支援専門員における情報共有のための情報提供書（入退院時）や高齢者

等の身体状況と服薬情報等を共有するための信濃町連携連絡帳の活用等を進めていきます。

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援

地域の医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談に応じるため、コーデ

ィネーターが相談支援や連携に関する取組を行います。

カ 在宅医療・介護関係者に関する研修

地域の医療機関、関係者などが共に学習できる場を設け、資質向上と連携の構築を図

ります。

キ 地域住民への普及啓発

地域住民を対象とした講演会、広報、パンフレットなどを通じた普及啓発を行います。

ク 在宅医療・介護連携に関する関係市区町村との連携

近隣市町村と連携して、広域連携が必要な事項について検討します。

第２節 地域ケア会議の推進

１ 地域ケア会議の推進

（１）目的・内容

地域包括ケアシステムの構築を目指し、民生委員や自治会等の地域の支援者・団体や医

療・介護・福祉等の専門的視点を有する多職種を交え、「個別課題の解決」「地域包括支援

ネットワークの構築」「地域課題の発見」「地域づくり、資源開発」「政策の形成」の５つの
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機能を有する地域ケア会議により、高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会

基盤の整備を同時に図っていきます。

（２）現状と課題

ア 現状

地域ケア会議は、個別ケースを多職種で検討することで課題の解決につなげ、ケアマ

ネジャーの実践力向上を図るための手法です。

また、個別ケースの検討をとおして、地域における地域包括支援ネットワークの構築

や、把握された地域課題の解決のために必要な地域づくり、政策形成につなげていく手

法でもあります。第６期計画においても、地域包括支援センタ－が中心に、在宅医療・

介護連携連絡会や民生委員会等で実施し、地域課題を検討してきました。

① 地域課題の把握

地域ケア会議の積み重ねをとおして、地域課題の把握に努め、解決策を検討します。

② 地域づくり・資源開発の検討

地域ケア会議をとおして、地域課題を地域の関係機関等と共有し、問題解決機能の向

上を図ります。

把握した地域課題に対して、解決のための介護保険サービスのサービスや地域の見守

りネットワークなど、必要なサービスを地域で創設できるように支援します。また、関

係者に働きかけ、それぞれの役割をいかした地域づくりや資源開発を進め、きめ細かい

支援ネットワークの構築を推進します。

イ 課題

民生委員や自治会等の地域の支援者・団体や専門的視点を有する多職種との連携・協力

により、地域ケア会議の機能のうち、「個別課題の解決」「地域包括支援ネットワークの構

築」「地域課題の発見」の３つの機能については推進が図られてきました。今後は、「地域

づくり、資源開発」、「政策の形成」のさらなる推進に向け強化していく必要があります。

（３）本計画内の方針と目標

地域包括ケアシステムの構築を進めるには、地域ケア会議が「個別課題の解決」「地域包

括支援ネットワークの構築」「地域課題の発見」「地域づくり、資源開発」「政策の形成」の

５つの機能を発揮することが重要です。そこで医療・介護・福祉・地域などの関係者及び

協議体との連携を強化していく必要があります。地域ケア会議（「地域ケア会議体制図」（図

１）を推進することにより、サービス利用者の自立支援や QOL(QualityOfLife)の向上、

事業者間の連携強化や介護の質の向上を図ります。
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図１ 地域ケア会議（介護保険法第 115 条の 48）と生活支援サービス協議体の関係図

第３節 認知症施策の推進

１ 認知症施策の推進

（１）目的・内容

新オレンジプラン（認知症施策推進総合戦略）に基づき、認知症の人が住み慣れた地域

で安心して暮らし続けるために、認知症の容態の変化に応じて、適時・適切に切れ目なく

保健医療サービス及び福祉サービスが提供される仕組みを構築し、また、医療や介護に携

わる者の認知症対応力の向上のための取り組みを推進するとともに、認知症に精通する医

療機関、介護保険事業所、専門職等と連携し、認知症の人を地域で支えるための各種施策

を進めます。

（２）現状と課題

ア 現状

高齢化に伴い、認知症高齢者が増加することが想定されます。これまで、認知症にな

っても安心して地域で住み続けられる体制づくりを進めるため、認知症対応型共同生活

介護（グループホーム）の開設や認知症地域支援推進員の配置をするなど、支援体制の

整備を図ってきました。

　　　 

　　　＜生活支援サービス協議体＞　　　生活支援コー デ イ ネー ﾀー

在宅医療・介護連携連絡会

信濃町　　　介護支援係/福祉係

地域包括支援センター

保健師 社会福祉士 主任ケアマネジャー
信越病院

社会福祉法人

　おらが会

社会福祉

協議会

ボランティ

ア
老人

クラブ

警察署

民生委員会

NPO・民間事業所

商工会

消防署

自治会

居宅介護支援事業所（ケ

アマネジャー）

サービス提供事業所信越病院
地域連携室・医局・看護部・

リハビリ部・薬剤部・栄養部・

事務部

地域づくり・資源開発 地域課題の把握

信越土屋薬局
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① 認知症初期集中支援チームの設置

認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築するため、信越病院との連携によ

り、平成 29年度に地域包括支援センター内に認知症初期集中支援チームを設置しました。

② 認知症地域支援推進員の活動の推進

平成 28 年度より認知症地域支援推進員を地域包括支援センターに配置し、認知症の方や

その家族を支援するための相談業務等を実施しています。

③ 認知症サポーターの養成

認知症サポーターは、認知症の正しい知識を持ち、認知症の人や家族を温かく見守る

応援者です。当町の認知症サポーター（及びメイト）は、903 人（平成 29 年９月末時

点）です。今後も認知症サポーター養成講座を開催し、サポーターを増やしていきます。

講座の中で、現役世代が発症する若年性認知症のことも含め、広く認知症についての知

識の普及を図ります。

イ 課題

国は、認知症施策の更なる推進のため、「認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラ

ン）」の基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）に沿った取組みを

提唱しています。

当町においても、国の認知症施策を受け、認知症の人やその家族の視点を重視し、認

知症に対する理解の促進を図ると共に、支援体制の整備を図り、当町の実情に応じた認

知症施策を展開していきます。

（３）本計画内の方針と目標

新オレンジプランに基づいて、認知症の容態の変化に応じて、必要な医療・介護などの

サービスや支援が提供されるようネットワークの形成を目指すとともに、認知症ケア向上

を図るための取り組みを推進していきます。このため、認知症地域支援推進員や医療機関

や介護サービス・地域の支援機関等との連携をさらに進めていきます。（表１）

ア 認知症への理解を深めるための普及・啓発の推進

認知症は、様々な原因疾患により引き起こされ症状も多岐に渡ります。そのため支援

の方法も個人の状態に応じたものとなります。認知症と疑われる症状が発生した場合に、

いつ、どこで、どのようなサービスを受ければよいか情報提供する「認知症ケアパス」

の普及を図ります。（図１）

「オレンジ（認知症）カフェ」は、認知症の本人及び家族が、地域の身近な場所で、

医療・保健・福祉の専門職に相談しながら、地域住民と交流できる場です。現在、地域
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包括支援センターの認知症地域支援推進員が、介護予防事業「寄ってけ家」において開

催していますが、今後はカフェの増加に向けても関係機関の取組みを支援していきます。

イ 認知症支援体制の整備

地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置し、認知症施策や認知症に関す

る事業の企画調整等を行います。併せて、認知症初期集中支援チームによる早期診断、

早期対応に向けて効果的な運用を進めます。

ウ 認知症に関する関係者との連携及び多職種協働研修の実施

認知症の人が状態に応じて適切な医療・介護・福祉の支援を受けることができるよう、

認知症の人の支援に携わる専門職や行政関係者を対象とした研修会を開催します。

研修会をとおして、認知症ケアに関わる多様な職種や支援者の視点を相互に理解し、

各職種の役割分担や効果的な連携・協働のあり方について共有を図ることで、支援体制

を構築します。

表１ 認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）の７つの柱と町の取組み

認知症施策推進総合戦略

（新オレンジプラン）
信濃町の取組み

１ 認知症への理解を深めるための普及・啓

発の推進

・認知症地域支援推進員の配置

・認知症サポーターの養成と活動の支援

２ 認知症の容態に応じた適時・適切な医

療・介護等の提供

・認知症ケアパスの活用・普及

・認知症初期集中支援チームの設置

３ 若年性認知症施策の強化 ・認知症サポーター養成講座での啓発

４ 認知症の人と介護者への支援 ・認知症初期集中支援チームの設置

・オレンジ（認知症）カフェの開催支援

５ 認知症を含む高齢者にやさしい地域づ

くりの推進

・認知症共同生活介護（グループホーム）の整備

・高齢者の通いの場の整備

・見守り体制の整備

・成年後見制度活用の促進

・高齢者の虐待防止

６ 認知症の予防法、診断法、治療法、リハ

ビリテーションモデル、介護モデル等の

研究開発及びその成果の普及の推進

・最新の情報や研究等の成果を把握し、活用・普及

を図る。

７ 認知症の人やその家族の視点の重視 ・認知症施策の企画・立案や評価への認知症の人や

その家族の参画
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図１ 信濃町認知症ケアパス 平成 29 年 11 月現在

※（）内数字は次頁「認知症を支援するためのサービス等」の番号と対応しています。
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認知症を支援するためのサービス等

サービス名 内容 費用等 問合せ先

(1)シルバー人材

センター

（入会）労働を通じて社会参加し、

健康維持や生きがいづくりを行いま

す。

（利用）軽作業の請負により、高齢

者の自立生活を支援します。

入会は要年会費

作業は内容によ

り異なる

長野シルバー人材

センター

電話 237-8315

(2)この指とまれ☆

しなの

年代やレベルに合わせた各種プログ

ラムを開催し、スポーツを通じて仲

間づくりや生きがいづくりを行いま

す。

会員・会員以

外で異なる

信濃町教育委員会

生涯学習係

電話 255-5923

(3)高齢者学級

各地区の支館を中心に学習会やボラ

ンティア作業等を行い仲間づくりや

生きがいづくりを行います。

信濃町教育委員会

生涯学習係

電話 255-5923

(4)老人クラブ

仲間との交流等を通じて生きがいや

健康づくりを行う、高齢者による自

主的な活動組織です。

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(5)寄ってけ家

身体活動低下を防ぐための体操等を

行い、積極的な日常生活を送れるよ

うに、また支え合いの意識を育て地

域力になって頂く事を目指します。

1回あたり

200 円

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(6)はつらつ体操

教室

閉じこもりを予防し、身体活動低下

を防ぎます。併せて役割ある主体的

な活動を通じて互いの支え合いの意

識が持てる事を目指します。

1回あたり

200 円

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(7)いきいき教室

【介護保険サービス】

上下肢機能や日常生活動作訓練など

のプログラムを行い、健康づくりを

目指します。（週 1回開催）

1回あたり

250 円

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(8)お元気クラブ

【介護保険サービス】

日常生活動作訓練や趣味活動を通じ

て元気づくりを目指します。

1回あたり

900 円

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(9)通所介護(現行相当)

(10)通所介護

【介護保険サービス】

日常生活上の支援や生活行為向上の

ための支援、機能向上プログラムを

提供します。

要介護状態

区分による

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(11)ふれあい

いきいきサロン

地域の公会堂等に集まり、交流や軽

体操等を行うことで仲間づくり等を

行う活動です。

地域による

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(12)里っこカフェ

富士里地区を拠点としたのサロンで

す。仲間との交流や生きがいづくり

を目指します。

1回あたり

100 円

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926
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(13)お買い物サロン

日用品や食料品の販売や交流等を通

じて生活支援や楽しみづくりを行い

ます。

お買い物代等

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(14)ちょこっと
お助けサポーター

高齢の方や障がいをお持ちの方な

ど、支援が必要な方の日常生活での

ちょっとした困りごとをお手伝いす

るサポーターです。

ごみ袋１枚

～２枚（支援

内容による）

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(15)友愛訪問
※一部おたっしゃ会

ひとり暮らしの高齢者の安否確認や

心身などの状態の変化を把握するた

めに訪問介護員やボランティアが自

宅を訪問します。（月 1回）

無料

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(16)健康支援

ヘルパー

【介護保険サービス】

日常生活に支障のある高齢者世帯に

訪問介護員を派遣し、助言や支援を

行うことで健やかな生活を営むこと

を目指します。

・30 分

110 円

・1時間

220 円

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(17)(18)訪問介護

【介護保険サービス】

居宅で生活を営むうえで困難な行為

について支援を行います。

要介護状態

区分による

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(19)ふれあい

昼食会

ひとり暮らしの高齢者を対象に昼食

会を開催することで孤独感の緩和等

を行います。

参加費

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(20)配食サービス

高齢者宅へ弁当を配達し、健康維持

と併せて孤独感の緩和や安否確認を

行います。（週 1回）

1食あたり

300 円

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(21)民生委員

地域住民の立場から生活や福祉全般

の相談および援助活動を行っていま

す。

住民福祉課

福祉係

電話 255-1179

(22)日常生活

自立支援事業

住み慣れた地域で安心して自立した

生活が送れるよう、福祉サービスの

利用等に関わる相談や援助をしま

す。

相談は無料

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(23)成年後見制度

認知症で判断能力が低下したときに

法律面や生活面で保護したり支援し

たりする制度です。契約行為等にお

いて不利益を被らないように後見人

が支援します。

相談による

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(24)認知症

サポーター

認知症を発症しても可能な限り住み

慣れた地域で生活していくために自

分の出来る範囲で認知症の人やその

家族を支援するボランティアです。

各地区や団体などに対して養成講座

を行っています。

無料

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214
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※おたっしゃ会

ボランティア講座修了者によるボランティア組織（事務局：信濃町社会福祉協議会）

(25)認知症初期

集中支援チーム

認知症の早期診断・早期対応に向け、

初期段階での支援を中心に担うチー

ムです。

無料

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(26)地域包括支援

センター

高齢者が住み慣れた地域でその人ら

しい生活を続けていくための支援や

相談などを行う窓口です。

無料

住民福祉課地域包

括支援センター

電話 255-4214

(27)ケアマネジャー

介護保険制度において要介護・要支

援認定を受けた方の相談役であり、

必要な介護サービスを受けることが

できるよう支援を行います。

無料
場合によって

は別途交通費

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(28)信越病院

かかりつけ医

専門医

早期診断・早期治療を行うことで、

治る病気を発見することができた

り、認知症の進行を遅らせることが

できます。

信越病院

電話 255-3100

(29)認知症対応型

共同生活介護

職員が必要に応じて支援を行い、入

居者同士が交流を行いながら共同生

活を営む施設です。

要介護状態

区分による

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(30)短期入所

生活介護

介護老人福祉施設に短期間入所し

て、日常生活上の支援や機能訓練な

どが受けられます。

要介護状態

区分による

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(31)介護者

リフレッシュ

在宅で介護をしている介護者に対し

てリフレッシュや情報交換の場を年

に数回提供します。

参加費

信濃町

社会福祉協議会

電話 255-5926

(32)介護用品支給

在宅で生活している要介護 3以上の

者が必要とするおむつ等を年 3万円

を限度に支給します。（住民税非課税

世帯）

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214

(33)介護慰労金

要介護 3以上の者を在宅で 6ヶ月以

上介護している家族介護者に慰労金

を支給します。

住民福祉課

介護支援係

電話 255-4214
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第４節 生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進

１ 生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進

（１）目的・内容

高齢単身・夫婦のみ世帯など支援を必要とする高齢者の増加に伴い、地域サロンの開催、

見守り・安否確認、外出支援、家事支援など生活支援の必要性が高まっています。

また、社会参加意欲の強い団塊の世代が高齢化し、高齢者の社会参加を通じて、元気な

高齢者が生活支援の担い手として活躍することも期待されることから、地域のニーズや資

源を把握した上で、多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供していけるよう生活

支援コーディネーター及び協議体の活動を通じて体制整備を図ります。

（２）現状と課題

第６期計画においては、住民や民間事業所などが主体となった多様なサービスを提供

していく仕組みづくりを進めていく上で、活動の旗振り役となる「生活支援コーディネ

ーター」の配置と、その活動を支え、共に地域づくりを進めるネットワークとなる「信

濃町生活支援サービス協議体」を設置し、多様な関係者が協働して地域づくりに取り組

むための基盤を整備してきました。

第７期計画においては、生活支援コーディネーターと協議体が車の両輪として地域づ

くりを進めていくことができるよう、活動の担い手の発掘・育成に取り組むと共に、協

議体により多様な関係者が参加し、地域全体で地域づくりを推し進めることができるよ

うに努めます。

（３）本計画内の方針と目標

ア 生活支援コーディネーターの配置、活動支援

第６期計画において、生活支援の担い手の養成やサービスの開発等をコーディネート

する、生活支援コーディネーターを配置し、地域資源や地域ニーズの把握を行いました。

第７期においても、高齢者の生活支援・介護予防サービスの提供体制の充実に向けて、

引き続き、生活支援コーディネーターの活動の支援を行います。

イ 生活支援の担い手（人材）の確保

各種事業をより効果的なものとするため、生活支援の担い手となる人材確保に向け、

担い手の養成研修を実施します。

ウ 信濃町生活支援サービス協議体の拡充

第６期計画において、町関係部署、地域包括支援センター、社会福祉協議会、医療・

介護関係者、生活支援コーディネーターで「信濃町生活支援サービス協議体」を設置し、
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地域づくりに向けた意見交換を行い、地域に出向く健康講座を開催しました。第７期計

画では、ボランティア団体などにも呼びかけ、多様な関係者が協働して地域づくりを推

進できる体制整備に努めます。

エ 活動拠点の整備（高齢者の居場所）

地域づくりの活動の拠点、地域で活躍する高齢者の居場所として、今後も活動拠点の

整備を進めていきます。

第５節 高齢者の居住安定に係る施策との連携

１ 高齢者の居住安定に係る施策との連携

（１）目的・内容

高齢者が、地域ごとの生活のニーズにあった住まいの提供を受け、そこで生活支援サー

ビスを利用しながら個人の尊厳が確保された生活を実現されるためには、保健・医療・介

護などのサービスが適切に提供されることが前提となります。

持家や賃貸住宅に加えて、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の高齢者向

けの住まいが、ニーズに応じて適切に供給される環境を確保するとともに、これらの住ま

いで入居者が安心して暮らすことができるよう関係部署が連携して確認していきます。

（２）現状と課題

平成 28 年に実施した高齢者向けアンケートによると、回答のあった 65 歳以上の家族構

成は、老夫婦あるいは一人暮らしの合計は 88.5％となっています。

また、高齢者実態調査によると、在宅の要介護者の 95.0％、元気高齢者については 98.4％

の方が持ち家で生活を送っており、持家率が高いことがわかります。

高齢者向けアンケートによると、高齢者宅の家の除雪、草刈りなど家周りのことに困っ

ているという結果が出ています。

今後、高齢化と人口減少により介護が必要な方が増える一方、持家率が高いため家の周

りのことができなくなり、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の必要性が高ま

ると考えられます。

当町においては、町または、事業者による有料老人ホーム、サービス付き高齢者住宅の

整備が行われていません。

独居高齢者や高齢者のみの世帯の増加、生活困窮者や社会的に孤立する高齢者の増加も

見込まれ、持ち家の住宅改修支援や、生活困窮者の住まいの確保についても計画的に推進

する必要があります。



58

（３）本計画内の方針

有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅の整備については、関係部署と協議・検

討し、民間事業者の誘致などを進めます。

第６節 介護人材確保の及び資質の向上

１ 介護人材確保の取組

町では必要となる介護人材の確保に向けて、国や県と連携し、介護の仕事の魅力の向上、

多様な人材の確保・育成、生産性の向上を通じた労働負担の軽減などの取組を図ります。

介護保険事業所相互における情報交換、連絡調整等から職員の質の向上を図る研究・研

修を支援することで、介護人材の定着を図ります。

また、生活支援コーディネータ―や協議体の活動等を通じて、高齢者の社会参加を進める

等、多様な人材による生活支援サービス等の担い手の確保を図ります。
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第６章 介護保険サービスの充実

第１節 介護施設の基盤整備と方策

１ 介護施設の基盤整備計画

第７期計画期間中の施設整備の見込み及び中長期的に整備が必要となる施設について、

介護保険サービス等参入意向調査の結果等を基に、町として住み慣れた地域で安心して暮

らし続けられる社会の実現のため、複合的なサービスを提供でき、在宅生活の継続にとっ

て必要なサービスであるとして、下記のとおり計画しました。

今後、団塊の世代が後期高齢者となる、いわゆる 2025 年問題など介護保険制度を取り巻

く情勢が目まぐるしく変化する昨今、地域の要望を把握し基盤整備を進めることが重要で

す。

（１）地域密着型サービスの整備計画（箇所）

（２）その他のサービス

事業者から、町指定以外の介護保険事業実施の要望や相談を受けた際には、県と連携し

適切に対応します。

第２節 介護保険サービス量の見込み

１ 必要利用定員数の見込み

認定者の推計及びこれまでサービスの利用実績や利用状況等から、必要利用定員数を推

計しました。

（１）居住系サービス必要利用定員数

町内に特定施設入居者生活介護のサービス事業所はないため、町外の有料老人ホーム（特

定施設）への入居による必要利用定員数となります。

（人／１か月当たり）

地域包括ケア「見える化」システム

サービス名 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

看護小規模多機能型居宅介護 0 1 0

合計 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

平成 30 年度 特定施設入居者生活介護 4 0 0 0 1 2 1 0

平成 31 年度 特定施設入居者生活介護 4 0 0 0 1 2 1 0

平成 32 年度 特定施設入居者生活介護 4 0 0 0 1 2 1 0

平成 37 年度 特定施設入居者生活介護 4 0 0 0 1 2 1 0
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（２）地域密着型サービス必要利用定員数

認知症対応型共同生活介護は、町内のグループホーム２か所のほか、飯綱町のグループ

ホーム１か所の利用者数となります。町内に地域密着型特定施設入居者生活介護及び地域

密着型介護老人福祉施設入居者生活介護のサービス事業所はありませんので、必要利用定

員数は０となります。

（人／１か月当たり）

地域包括ケア「見える化」システム

（３）施設サービス必要利用定員数

町内外の特別養護老人ホーム等への入居による必要利用定員数です。介護療養型医療施

設については信越病院が主な利用先ですが、現行の介護療養病床の経過措置期間が平成 35

年度末であるため、廃止となります。経過措置期間終了までの６年間（第７期～第８期計

画期間）で、新たな介護保険施設である「介護医療院」への転換等が必要となりますが、

信越病院の介護医療院への転換方針や時期等については現時点では未定です。今後、いず

れかの時期に介護医療院への転換が実施されることは予想されますが、第７期中の介護医

療院への移行は見込まず、現在の介護療養型医療施設の利用として必要利用定員数を推計

しました。

※介護医療院…「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナルケア」等の機能と、「生活施設」

としての機能を兼ね備えた施設。

合計 要支援 1 要支援 2 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

平成 30 年度

認知症対応型共同生活介護 28 ― 0 8 12 6 1 1

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

平成 31 年度

認知症対応型共同生活介護 34 ― 0 9 15 6 3 1

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

平成 32 年度

認知症対応型共同生活介護 34 ― 0 9 15 6 3 1

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

平成 37 年度

認知症対応型共同生活介護 34 ― 0 9 15 6 3 1

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護 0 ― ― 0 0 0 0 0
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（人／１か月当たり）

※平成 37 年度は介護医療院と介護療養型医療施設を総計して表示しています。

地域包括ケア「見える化」システム

２ 給付費の見込み

第７期介護保険事業計画における介護給付等サービスの見込み量については、これまで

の各サービスの利用実績や利用の意向、今後のサービスの整備計画等を基に推計しました。

整備・充実等による給付費の推計については、下記の計画を反映して推計した結果、増

額となっています。

・認知症対応型共同生活介護

第６期整備分として、町内グループホームで１ユニット（９名）増床

開所予定の平成 30年秋以降の給付費の増加を見込みました。

・訪問看護

平成 30年度に訪問看護ステーションの設置

設置予定の平成 30年度秋以降の給付費の増加を見込みました。

・看護小規模多機能型居宅介護支援

平成 31年度に看護小規模多機能型居宅介護事業にかかる整備（59 ページ）

サービス提供開始予定の平成 32年度以降の給付費を見込みました。

また、上記以外のサービスについては、第６期の利用実績等から推計を行い、全体とし

て増額となっています。（21～26 ページ）

合計 要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5

平成 30 年度

介護老人福祉施設 85 1 4 14 39 27

介護老人保健施設 4 1 1 1 1 0

介護医療院 0 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 26 0 0 3 16 7

平成 31 年度

介護老人福祉施設 85 1 4 14 39 27

介護老人保健施設 4 1 1 1 1 0

介護医療院 0 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 26 0 0 3 16 7

平成 32 年度

介護老人福祉施設 85 1 4 14 39 27

介護老人保健施設 4 1 1 1 1 0

介護医療院 0 0 0 0 0 0

介護療養型医療施設 26 0 0 3 16 7

平成 37 年度

介護老人福祉施設 86 1 3 17 37 28

介護老人保健施設 4 0 1 1 2 0

介護医療院(介護療養型医療施設含む)※ 26 0 0 3 13 10
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（１）介護予防サービス費の見込み

地域包括ケア「見える化」システム総括表

平成 27年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31年度 平成 32 年度 平成 37 年度

（１）介護予防サービス

介護予防訪問介護 給付費（千円） 7,511 588 0

人数（人） 35 4 0
介護予防訪問入浴介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
介護予防訪問看護 給付費（千円） 147 143 294 304 376 383 371

回数（回） 2.6 2.8 5.5 5.6 6.8 7.2 7.0

人数（人） 2 2 4 4 5 5 5
介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 給付費（千円） 549 566 790 695 735 748 778

回数（回） 16.5 17.3 24.0 21.0 22.2 22.6 23.5

人数（人） 3 3 3 3 3 3 3
介護予防居宅療養管理指導 給付費（千円） 175 139 472 342 342 399 399

人数（人） 3 2 8 7 7 8 8
介護予防通所介護 給付費（千円） 19,427 0 0

人数（人） 57 0 0
介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 給付費（千円） 898 468 497 467 467 467 467

人数（人） 2 1 1 1 1 1 1
介護予防短期入所生活介護 給付費（千円） 1,560 663 1,330 1,116 1,189 1,189 1,479

日数（日） 20.2 10.4 20.4 16.4 17.4 17.4 21.1

人数（人） 4 3 4 4 4 4 5
介護予防短期入所療養介護

（老健）
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
介護予防短期入所療養介護

（病院等）

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
介護予防福祉用具貸与 給付費（千円） 1,362 1,495 1,868 1,743 1,803 1,803 1,888

人数（人） 47 50 61 57 59 59 62
特定介護予防福祉用具購入費 給付費（千円） 328 194 343 325 325 325 325

人数（人） 1 1 2 2 2 2 2

介護予防住宅改修 給付費（千円） 1,371 1,558 884 1,028 1,028 1,028 1,028

人数（人） 2 2 1 1 1 1 1
介護予防特定施設入居者生活

介護
給付費（千円） 0 272 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
介護予防小規模多機能型居宅

介護
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
介護予防認知症対応型共同生活

介護
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
（３）介護予防支援 給付費（千円） 5,403 3,169 3,420 3,299 3,245 3,135 3,356

人数（人） 103 59 63 60 59 57 61

合計 給付費（千円） 38,731 9,255 9,898 9,319 9,510 9,477 10,091

※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。
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（２）介護給付費の見込み

平成 27 年度 平成 28年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37年度

（１）居宅サービス

訪問介護 給付費（千円） 49,746 60,816 63,635 60,530 62,171 70,306 75,063

回数（回） 1,611.7 1,929.0 2,029.7 1,888.4 1,932.3 2,180.2 2,306.8

人数（人） 74 80 79 77 78 81 87
訪問入浴介護 給付費（千円） 2,445 3,507 4,200 4,050 4,068 4,099 4,342

回数（回） 18 26 30 28.3 28.4 28.6 30.3

人数（人） 4 5 6 5 5 5 5
訪問看護 給付費（千円） 4,494 5,149 6,665 7,049 7,749 8,555 8,301

回数（回） 64.6 72.6 87.3 89.8 96.8 106.6 105.7

人数（人） 44 42 47 46 47 50 49
訪問リハビリテーション 給付費（千円） 4,183 5,087 6,851 6,520 6,523 6,769 7,144

回数（回） 126.1 153.9 205.7 194.5 194.5 201.8 213.0

人数（人） 22 27 26 29 29 30 31
居宅療養管理指導 給付費（千円） 2,813 3,175 4,309 3,995 4,174 4,376 4,448

人数（人） 43 46 58 53 55 58 59
通所介護 給付費（千円） 122,724 64,584 75,193 76,182 79,796 81,880 85,615

回数（回） 1,311 710 808 799.8 834.2 855.1 894.5

人数（人） 157 97 103 105 108 110 114
通所リハビリテーション 給付費（千円） 1,691 1,617 987 1,067 1,078 1,096 1,126

回数（回） 15.4 15.3 9.7 10.7 10.8 11.0 11.3

人数（人） 3 3 2 2 2 2 2
短期入所生活介護 給付費（千円） 56,675 54,808 49,460 47,040 47,226 48,547 54,745

日数（日） 583.8 577.0 535.5 509.3 512.3 518.8 589.8

人数（人） 74 73 68 66 66 66 73
短期入所療養介護（老健） 給付費（千円） 324 772 928 1,176 1,177 1,177 1,177

日数（日） 2.7 6.5 6.3 8.0 8.0 8.0 8.0

人数（人） 0 0 1 1 1 1 1
短期入所療養介護（病院等） 給付費（千円） 533 612 0 627 627 627 627

日数（日） 4.9 4.5 0.0 4.0 4.0 4.0 4.0

人数（人） 1 1 0 1 1 1 1
福祉用具貸与 給付費（千円） 13,754 15,400 17,958 18,863 18,863 18,863 20,116

人数（人） 111 129 145 142 142 142 151
特定福祉用具購入費 給付費（千円） 668 738 433 512 512 512 512

人数（人） 3 3 3 3 3 3 3
住宅改修費 給付費（千円） 1,602 1,230 1,376 1,417 1,417 1,417 1,417

人数（人） 2 2 2 2 2 2 2
特定施設入居者生活介護 給付費（千円） 11,835 8,419 9,217 9,468 9,472 9,472 9,472

人数（人） 5 4 4 4 4 4 4
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地域包括ケア「見える化」システム総括表

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32年度 平成 37 年度

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護

看護
給付費（千円） 0 1,468 0 4,337 4,339 4,339 4,339

人数（人） 0 1 0 2 2 2 2
夜間対応型訪問介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
認知症対応型通所介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
認知症対応型共同生活介護 給付費（千円） 80,554 71,357 62,610 82,525 99,458 99,458 99,458

人数（人） 28 25 22 28 34 34 34
地域密着型特定施設入居者生活

介護
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護
給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 0

人数（人） 0 0 0 0 0 0 0
看護小規模多機能型居宅介護 給付費（千円） 0 0 0 0 0 24,033 38,812

人数（人） 0 0 0 0 0 12 17
地域密着型通所介護 給付費（千円） 49,780 53,526 52,977 53,039 54,749 58,734

571.4 563.4 560.2 564.0 569.9 604.4

75 74 75 76 76 80

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 給付費（千円） 217,459 224,003 228,586 232,174 232,278 232,278 235,153

人数（人） 81 82 84 85 85 85 86
介護老人保健施設 給付費（千円） 32,835 23,760 10,575 9,434 9,439 9,439 12,092

人数（人） 11 8 4 4 4 4 4
介護医療院

(平成 37 年度は介護療養型医療

施設を含む）

給付費（千円） 0 0 0 97,161

人数（人） 0 0 0 26
介護療養型医療施設 給付費（千円） 101,221 86,939 108,662 97,117 97,161 97,161

人数（人） 28 23 29 26 26 26
（４）居宅介護支援 給付費（千円） 34,317 32,670 33,427 34,257 34,272 34,608 34,845

人数（人） 213 211 208 212 212 214 215

合計 給付費（千円） 739,875 715,892 738,596 751,317 774,839 813,761 854,699

※給付費は年間累計の金額、回（日）数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。
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（３）給付総額の推計

介護予防サービス費と介護サービス費の見込み総額の推計です。

第７期の給付総額は増加する見込みで、計画期間の３年間で約 23億 7,000 万円となりま

す。

地域包括ケア「見える化」システム総括表

（４）施設サービス利用者数

施設サービスの利用者数は、１月当たり 115 人程度で推移するとの見込みで、要介護４・

５の認定者の占める割合もほぼ横ばいとなる見込みです。

地域包括ケア「見える化」システム総括表

３ 介護給付等対象サービスの充実・強化

高齢者が要介護状態等となっても、自分の意思で自分らしい生活を営むことを可能とす

る 「高齢者の自立と尊厳を支えるケア」を確立することが重要です。

そのために、認知症の人や高齢者が環境変化の影響を受けやすいことに留意し、要介護

状態等となっても、可能な限り、住み慣れた地域において継続して日常生活を営むことが

できるよう指定地域密着型サービス等のサービスの提供や在宅と施設の連携等、地域にお

ける継続的な支援体制の整備を図ることが重要です。

在宅において、重度の要介護者、単身又は夫婦のみの高齢者世帯及び認知症の人の増加、

働きながら要介護者等を在宅で介護している家族等の就労継続や負担軽減の必要性等を踏

まえ、高齢者の日常生活全般を毎日複数回の柔軟なサービス提供により支えることが可能

な小規模多機能型居宅介護及び複合型サービス等の普及が必要であり、サービスの量の見

込みや確保の方策について検討し実施する必要があります。

第７期計画においては、国が整備を求めている看護小規模多機能型居宅介護事業につい

て、平成 31年度に整備する計画として給付費に反映しました。

実 績 推 計

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 平成 32年度 平成 37年度

合計（千円） 778,605 725,147 748,494 760,636 784,349 823,238 864,790

在宅サービス（千円） 334,700 310,397 328,845 329,918 336,541 375,430 411,454

居住系サービス（千円） 92,390 80,048 71,826 91,993 108,930 108,930 108,930

施設サービス（千円） 351,515 334,702 347,823 338,725 338,878 338,878 344,406

実 績 推 計

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37 年度

総数（人） 119 114 117 115 115 115 116

うち要介護 4・5（人） 94 89 94 90 90 90 90

うち要介護 4・5の割合（％） 78.6 78.7 80.3 78.3 78.3 78.3 77.6
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第３節 地域支援事業の見込み

１ 介護予防・日常生活支援総合事業

（１）目的・内容

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という）では、町が中心となって、

地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実することによ

り、地域の支え合い体制づくりを推進し、効果的・効率的な支援を行います。

住民主体の多様なサービスの充実を図ります。要支援者等が選択できるサービス・支援

を充実し、在宅生活の安心確保を図るとともに、住民主体のサービス利用の拡充による低

廉な単価のサービス・支援の充実、利用普及、高齢者の社会参加の促進や要支援状態とな

ることを予防する事業の充実を図ります。それにより要介護・要支援認定に至らない高齢

者の増加、効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス展開による要

支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等により、結果として費用の効率化が図ら

れることを目指します。

（２）現状と課題

平成 28年４月から、これまで全国一律の介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス）

及び、介護予防通所介護（デイサービス）が町独自の事業となり、介護予防・日常生活

支援総合事業として実施しています。

当町の総合事業対象者数は、事業開始の平成 28 年４月時点では 80 人でしたが、その後

も要支援認定者のうち該当する方が総合事業へ移行したため、平成 29 年４月時点では 126

人に増加しました。平成 29 年 12 月現在、サービス利用のニーズや身体状態の変化などに

より介護申請を希望される方も出ている中で、事業対象者数は若干減少していることを踏

まえて、平成 30年度以降の推計を行いました。

事業対象者の実績と推計（人）

※実績は、各年度４月の人数 介護保険業務システムより

第７期計画においては、さらに地域の特性にあったサービス提供体制づくりに取り組

んでいきます。また、介護予防の普及・啓発については、必要な情報提供と共に、効果

的な事業の実施を推進してきました。平成 29 年度から、いきいき倶楽部を会場に「寄

ってけ家」と「はつらつ体操教室」を開催しました。介護予防を推進するために、これ

らの事業は重要であり、会場施設の充実を含め積極的に取り組んでいきます。

実 績 推 計

平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

事業対象者 80 126 120 120 120
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ア 介護予防・生活支援サービス事業

① 第１号訪問事業

訪問介護相当サービス、訪問型サービス Aを実施しています。

平成 27年度までは健康支援高齢者（二次予防対象者）を対象にヘルパー等を派遣し、

生活上の助言や調理、掃除などの家事を一緒に行うことで自立した生活が送れるよう支

援してきましたが、平成 28年度からは要支援認定者も含め、「介護予防・日常生活支援

総合事業」として、内容を見直して実施しました。

② 第１号通所事業

通所介護相当サービス、通所型サービス A、通所型サービス Cを実施しています。

平成 27 年度までは健康支援高齢者を対象に「いきいき教室」と「お元気クラブ」を

実施してきましたが、平成 28 年度からは要支援認定者も含め、「介護予防・日常生活支

援総合事業」として、内容を見直して実施しました。

（ａ） いきいき教室

心身機能が低下している者を対象に基本動作訓練、日常生活訓練、栄養改善や口腔機

能向上を組み合わせたプログラムを週１回実施。

（ｂ） お元気クラブ

閉じこもり予防と社会的孤立感の解消を目的として、基本動作訓練やレクリエーショ

ン、趣味活動などを行うプログラムで一人あたり週２回まで実施。

③ 第１号介護予防ケアマネジメント事業

介護予防ケアマネジメント Aを実施しています。

区分

サービス利用者数（人） 総合事業費（円）

平成 28 年度
平成 29 年度

（見込）
平成 28 年度

平成 29 年度

（見込）

訪問介護相当サービス 160 194 2,883,717 3,803,038

訪問型サービス A

（健康支援ヘルパー）
2,128 1,989 3,919,410 3,478,860

通所介護相当サービス 665 625 13,770,725 13,107,076

通所型サービス A

（お元気クラブ）
1,840 1,723 5,961,600 5,582,520

通所型サービス C

（いきいき教室）
1,090 926 2,452,500 2083,500

介護予防ケアマネジメント（計画作成費） 287 390 1,234,100 1,677,000
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イ 一般介護予防事業

一般介護予防事業は、単に高齢者の心身機能の維持・向上だけを目指すものではなく、

日常生活活動の向上や社会参加の促進により、個々の生きがいや自己実現を支援し、生活

の質の向上を目指すものです。このため、従来の介護予防に加え、重症化予防も意識した

効果的な取り組みを推進する必要があります。さらに、住民が主体的に行う介護予防活動

の拡大と拡充を支援し、地域づくりも踏まえた介護予防をより推進する必要があります。

① 介護予防把握事業（友愛訪問）

ひとり暮らし高齢者は心身機能が低下しても発見や対応が遅れることが予測されま

す。そこで、ヘルパーやボランティアが定期的に訪問し、心身の状態や生活の変化があ

れば、地域包括支援センターに報告し対応することによって、課題解決と重症化予防に

努めています。

② 介護予防普及啓発事業

（ａ）はつらつ体操教室

平成 29 年度から、身体活動低下を防ぐための体操等を行い、積極的な日常生活を送

るための体操教室を開催しました。月２回の３か月のコースとして開始しましたが、参

加者の継続意欲が高く、教室終了後も「はつらつの会」として月１回の教室を継続して

います。第７期計画においては、内容を見直しさらに充実を目指して取り組む必要があ

ります。

（ｂ）寄ってけ家事業

平成 29 年度から、閉じこもりを予防し主体的な活動も取り入れながら、身体活動低

下を防ぐために、月２回の「寄ってけ家事業」を開催しました。ペットボトルのキャッ

プの分別や雑巾縫いなどの裁縫、木製おもちゃのニス塗り等を行いました。認知症者本

人と介護者が一緒に参加する「オレンジ（認知症）カフェ」としても位置付けています。

事業名
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度（見込）

延べ訪問回数（回） 延べ訪問回数（回） 延べ訪問回数（回）

介護予防把握事業

（友愛訪問）
1,482 1,406 1,349

事業名 実施回数（回） 延べ人数（人）

はつらつ体操教室 6 103

はつらつの会 4 63
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③ 地域介護予防活動支援事業

介護予防と健康増進を目的に、地域の集会やサロン等に地域包括支援センター職員や

介護事業所が出向き、チラシやパンフレットを活用しながら啓発活動を行っています。

（３）本計画内の目標と方針

ア 介護予防・生活支援サービス事業

訪問型サービスは、サービス内容や類型の見直しを行い実態に即した事業を推進し、

通所型サービスについても、今後も要介護状態になることを予防するために事業を実施

するとともに、住民が主体となるサービス Bの検討を進めます。担い手の確保に関する
取組が必要な事から、生活支援体制整備事業を活用して、担い手を募集する他、実施事業

者には事業運営等の情報提供を行うなど支援します。

事業名

平成 27 年度 平成 28年度 平成 29 年度（見込）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

出前健康講座 13 239 21 403 13 200

区分

サービス利用者数（人）

平成30年度 平成31年度 平成32年度

訪問介護相当サービス 200 200 200

訪問型サービスＡ（健康支援ヘルパー） 2,000 2,000 2,000

通所介護相当サービス 650 650 650

通所型サービスＡ（お元気クラブ） 1,800 1,800 1,800

通所型サービスＣ（いきいき教室） 1,000 1,000 1,000

介護予防ケアマネジメント（計画作成費） 390 390 390

事業名 実施回数（回） 延べ人数（人）

寄ってけ家事業 13 107
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イ 一般介護予防事業

① 介護予防把握事業（友愛訪問）

心身機能の低下を早期に発見し、適切に対応することは介護予防につながります。ま

た、定期的な訪問は高齢者の安心感にもつながっています。今後も介護予防の啓発も併

せ事業を継続します。

② 出前健康講座

今後も地域に出向き、介護予防や健康増進の啓発に努めます。

③ 介護予防サポーター養成講座とボランティアの組織化

2025 年に向け高齢者の個別の生活ニーズに応える仕組みを構築するために、地域包

括支援センターと社会福祉協議会が合同で、平成 27 年度「生活支援ボランティア養成

講座」、平成 28年度から「介護予防サポーター養成講座」を開催しています。講座では、

健康づくりと介護予防の基本的な学習と高齢者の暮らしのサポーターとしての役割を

学びます。終了後はボランティアグループ「おたっしゃ会」に加入したり、「ちょこっ

とお助けサポーター」に登録する等、活動は拡大しつつあります。今後、さらに活動を

深め、発展させていくように努めます。

２ 包括的支援事業

（１）地域包括支援センターの機能強化

ア 目的・内容

地域包括支援センターは、住み慣れた地域で人生の最期まで自分らしい生活を送るこ

とができるよう「地域包括ケアシステム」の構築を進める上で重要な立場であり、高齢

者の総合相談窓口として、また、関係者間の連携を進める中核的な存在として、大きな

役割を担っています。

事業名
平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度

延べ訪問回数（回） 延べ訪問回数（回） 延べ訪問回数（回）

介護予防把握事業

（友愛訪問）
1,400 1,400 1,400

事業名

平成 30 年度 平成 31年度 平成 32 年度

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

出前健康講座 15 200 15 200 15 200
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イ 現状と課題

当町では平成 18 年度から「信濃町地域包括支援センター」を役場住民福祉課内に設

置しています。高齢化の進展に伴い、相談支援件数の増加が見込まれます。また地域包括

ケアシステムの構築に向けた「在宅医療・介護連携推進事業」「認知症総合支援事業」や「介

護予防・日常生活総合支援事業」等の業務の増加により、人員配置等その体制強化を図る

必要があります。さらに継続的に安定した事業を実施するために、適切な評価を行う必要

があります。

ウ 本計画内の方針と目標

① 介護予防ケアマネジメントの充実

・要支援者に対する予防給付ケアマネジメント

重度化防止・自立支援に向けたケアマネジメントの充実を図ります。

・総合事業対象者に対する介護予防ケアマネジメント

自立保持・機能改善のためのケアマネジメントの充実を図ると共に、サービス終了後

においても地域における介護予防事業につながる体制を構築します。

② 総合相談支援の充実

・総合相談体制の充実

地域における多様なネットワークの構築を図ると共に、的確な状況把握を行い、相談

内容に即した情報提供や関係機関の紹介を行います。また、継続的・専門的な相談支援

が必要と判断した場合は、支援計画を作成し、適切なサービスや制度につなぐと共に効

果の有無を確認します。

③ 権利擁護支援の促進

・高齢者虐待防止策の充実

高齢者虐待防止のためには、早期発見、早期対応が重要となります。そのため、福祉、

保健・医療などの関係機関や地域が、それぞれの立場で、虐待を受けている高齢者のサ

インを敏感に察知して気づくことが重要になります。今後も、関係者及び地域とのネッ

トワークを強化し、高齢者虐待の早期発見に努め、「高齢者虐待の防止」に向けた取組

みを推進します。また、虐待を把握した場合には、速やかに関係機関や地域が連携し適

切な対応をとることが重要なことから、引き続き、担当部局とのネットワークの構築に

努めます。高齢者やその家族に重層的な課題が存在している場合等の困難事例を把握し

た場合にも、関係機関や地域が一体となり、必要な支援を行える取組みを推進します。

・老人福祉施設等への措置の支援

虐待等によって生命または身体に重大な危機が生じているおそれがあると認められ、

急に老人福祉施設等への措置入所が必要と判断される場合には、担当部局と連携し速や
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かな入所の実施を支援します。

・消費者被害の防止

訪問販売や催眠商法などの消費者被害を未然に防止するため、消費生活センターなど

から情報を得て必要な情報提供と相談を行います。

・成年後見制度の普及・活用

成年後見制度の利用が必要となる親族に対して、利用の働きかけを行う一方、申し立

てを行える親族がいない場合には、町長による審判申立てが行えるように支援します。

・日常生活自立支援事業の普及・活用

社会福祉協議会と連携を強化し、日常生活自立支援事業の普及・活用を促進します。

④ 包括的・継続的ケアマネジメント事業

高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、主治医、ケアマネジャーなどと

の多職種協働と地域の関係機関との連携により、高齢者一人ひとりの状態変化に対応し

た長期的・包括的・継続的なマネジメントを実現するための後方支援を行います。

・包括的・継続的なケア体制の構築

医療機関、行政福祉担当者、介護保険サービス提供事業所との連携を強化するために、

在宅医療・介護連携連絡会を毎週開催します。また、この会議を地域ケア会議にも位置

づけ地域課題の検討も行います。

・ケアマネジャーのネットワークの構築

包括的継続的ケアマネジメントを実践するために必要な情報の共有や相互のサポー

トを可能にするのがケアマネジャーのネットワークです。毎月連絡会を開催し情報交換

や事例検討を行っています。

・ケアマネジャーへのサポートと資質向上

ケアマネジャーが抱える困難事例について、地域包括支援センターの各専門職が身近

な相談役として、関係機関と連携しながら後方支援に努めています。また、事例検討会

や学習会、制度や施策等に関する情報提供を行います。

・地域包括支援ネットワークの充実

包括的・継続的なケアマネジメントの充実のために、介護サービスに限らず、地域の

保健・福祉・医療サービスやボランティア活動等の様々な社会資源が有機的に連携でき

る環境整備を推進するために、地域ケア会議や協議体会議、その他の関係者会議への参

加をします。
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（２）信濃町地域包括支援センター運営協議会の設置

センターの適切な運営、公正・中立性の確保その他センターの円滑かつ適正な運営を

図るため運営協議会が設置されています。

３ 任意事業

（１）目的・内容

介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、高齢者及び現に介護する者等に対し、住

み慣れた地域で安心してその人らしい生活が継続できるように必要な支援を行います。

（２）現状と課題

ア 現状

① 「家族介護支援事業」

（ａ）介護者リフレッシュ事業

在宅で要介護高齢者を介護している介護者同士の情報交換やケアマネジャー等への

相談の機会として介護者リフレッシュ事業を開催しています。

（ｂ）介護用品支給事業

要介護高齢者の在宅生活の継続のため、要介護３以上の方に対し、紙おむつ等の介護

用品を年間 30,000 円を上限に支給しています。（所得制限有り）
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（ｃ）介護慰労金

毎年 11 月 1 日を基準日として、介護度３以上の要介護者を在宅で 6ヶ月以上介護し

ている方に介護慰労金 60,000 円を支給しています。

② 地域自立生活支援事業

地域で暮らす高齢者の栄養状態の改善や安否確認を兼ねて、高齢者世帯を対象に週 1

回配食サービスを社会福祉協議会に委託し、地域のボランティアが配食を行っています。

地域で気軽に高齢者が集まり、生きがいをもって生活する場として、地域のお茶のみ

サロン等が行われています。平成 28 年から生活支援サービス協議体会議参加者が地域

に出向き健康講座を開催しました。

一人暮らし高齢者を対象としたふれあい昼食会や、配食サービスのボランティアと利

用者との交流会を開催しました。

③ 福祉用具貸与事業

介護保険制度の福祉用具貸与事業の対象とならない高齢者や身体障がい者に対し、福

祉用具が必要な方に社会福祉協議会に委託し、ベッドや車椅子等の貸与を行います。ま

た、状況に応じて用具の種類の見直しや更新を行います。

④ 成年後見制度利用支援事業

高齢者等が地域生活に困難を抱えた場合に、専門的かつ継続的な視点からの支援や成年

後見制度の利用が必要である場合など相談に応じています。

⑤ 介護給付費適正化事業

第３章第４節に記載

事業名 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年(見込）

介護者リフレッシュ事業

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

4 72 4 62 4 65

介護用品支給事業
利用人数（人） 利用人数（人） 利用人数（人）

9 8 8

介護慰労金
支給人数（人） 支給人数（人） 支給人数（人）

63 56 55
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イ 本計画内の方針と目標

家族介護支援事業に関しては、要介護者の家族を経済的や精神的に支援する事業ですの

で、継続が必要です。

家族介護用品購入助成事業については、一定数の利用者がいますが、家族介護者の交流

事業については、年々参加者が減少傾向にあり、且つ固定化しています。効果的な手法へ

の見直しが必要です。

地域自立生活支援事業に関しては、高齢者が地域で生きがいをもって暮らしていかれ

るように、今後も事業を推進していきます。また、それぞれの地域でも主体的に活動が

できるよう支援していきます。

成年後見制度利用支援事業に関しては、身寄りのない高齢者の増加や家族関係の希薄化

等の背景から制度利用のニーズが高まる可能性があります。成年後見制度の利用が必要と

なる親族に対して、利用の働きかけを行う一方、申し立てを行える親族がいない場合に

は、町長による審判申立てが行えるように支援します。

表１ 任意事業の目標

４ 地域支援事業の見込み

地域支援事業費は、介護予防・日常生活支援総合事業を開始した平成 28 年度の実績額を

ベースに見込みました。

表１ 地域支援事業費

（円）

地域包括ケア「見える化」システム総括表

事業名 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32年度

介護者リフレッシュ事業

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

実施回数

（回）

延べ人数

（人）

4 80 4 80 4 80

介護用品支給事業
利用人数（人） 利用人数（人） 利用人数（人）

8 8 8

介護慰労金
支給人数（人） 支給人数（人） 支給人数（人）

55 58 60

平成 30年度 平成 31 年度 平成 32 年度

介護予防・日常生活支援総合事業費 31,835,335 31,835,335 31,835,335

包括的支援事業・任意事業 11,577,166 11,577,166 11,577,166

合計 43,412,501 43,412,501 43,412,501
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第４節 介護保険料の見込み

１ 第１号被保険者の介護保険料の見込み

（１）介護保険料の負担割合

介護保険費用は、公費（国、県、町）と、第１号被保険者（65 歳以上）及び、第２号被

保険者（40歳～64 歳）からの保険料収入で成り立っており、適正な事業運営が求められま

す。

第７期計画期間中の第 1号被保険者の負担割合は 22％から 23％へ変更となり、第２号被

保険者の負担割合は 28％から 27％に変更となります。なお、第１号被保険者の保険料は町

が徴収し、第２号被保険者の保険料は社会保険診療報酬支払基金から交付されます。

介護保険料給付の財源

地域支援事業の財源

国

20.0%

都道府県

17.5%

市町村

12.5%

保険料

（第2号
被保険者）

27.0%

保険料

（第1号
被保険者）

23.0%

施設等給付分

国
25.0%

都道府県
12.5%

市町村

12.5%

保険料

（第2号
被保険者）

27.0%

保険料

（第1号
被保険者）

23.0%

その他分

国
25.0%

都道府県
12.5%

市町村

12.5%

保険料

（第2号
被保険者）

27.0%

保険料

（第1号
被保険者）

23.0%

介護予防･日常生活支援総合事業分

国
38.5%

都道府県
19.25%

市町村
19.25%

保険料

（第1号
被保険者）

23.0%

包括的支援事業・任意事業分
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（２）標準給付費等の見込み

標準給付費（介護給付費とその他の給付）、地域支援事業（介護予防・日常生活支援総合

事業、包括的支援事業・任意事業）を合計し、介護保険事業に必要な費用の見込みを算出

しました。この総額が、介護保険料を算定する元となります。第７期計画期間における必

要額の見込みは約 27億円（年平均約９億円）となります。第６期の実績見込み額と比較し

て、約１億 8,000 万円の増額となります。

地域包括ケア「見える化」システム総括表

（円）

合計 平成 30 年度 平成 31 年度 平成 32 年度 平成 37 年度

標準給付費見込額 （A） 2,561,446,120 815,408,993 848,421,646 897,615,481 940,127,289

総給付費

（一定以上所得者負担の調整後）
2,396,494,021 760,424,960 793,437,613 842,631,448 885,143,256

総給付費 2,368,223,000 760,636,000 784,349,000 823,238,000 864,790,000

一定以上所得者の利用者負担の

見直しに伴う財政影響額
898,879 211,040 323,575 364,264 401,704

消費税率等の見直しを勘案した

影響額
29,169,900 0 9,412,188 19,757,712 20,754,960

特定入所者介護サービス費等給付額

（資産等勘案調整後）
109,243,839 36,414,613 36,414,613 36,414,613 36,414,613

特定入所者介護サービス費等給付額 109,243,839 36,414,613 36,414,613 36,414,613 36,414,613

補足給付の見直しに伴う財政影響額 0 0 0 0 0

高額介護サービス費等給付額 48,315,801 16,105,267 16,105,267 16,105,267 16,105,267

高額医療合算介護サービス費等給付額 5,166,477 1,722,159 1,722,159 1,722,159 1,722,159

算定対象審査支払手数料 2,225,982 741,994 741,994 741,994 741,994

審査支払手数料一件あたり単価 58 58 58 58

審査支払手数料支払件数 38,379 12,793 12,793 12,793 12,793

審査支払手数料差引額（K） 0 0 0 0 0

地域支援事業費 （B) 130,237,503 43,412,501 43,412,501 43,412,501 43,412,501

介護予防・日常生活支援総合事業費 95,506,005 31,835,335 31,835,335 31,835,335 31,835,335

包括的支援事業・任意事業費 34,731,498 11,577,166 11,577,166 11,577,166 11,577,166

第 1号被保険者負担分相当額（D） 619,087,233 197,528,944 205,121,854 216,436,436 245,884,948

調整交付金相当額（E） 132,847,606 42,362,216 44,012,849 46,472,541 48,598,131

調整交付金見込額（I） 170,442,000 56,935,000 56,160,000 57,347,000 60,067,000

調整交付金見込交付割合（H） 6.72% 6.38% 6.17% 6.18%

後期高齢者加入割合補正係数（F） 0.9412 0.9551 0.9649 0.9679

後期高齢者加入割合補正係数（2区分） 0.9712 0.9842 0.9917

後期高齢者加入割合補正係数（3区分） 0.9112 0.9259 0.9381 0.9679

所得段階別加入割合補正係数（G） 0.9831 0.9841 0.9838 0.9842

市町村特別給付費等 0 0 0 0 0

市町村相互財政安定化事業負担額 0 0

市町村相互財政安定化事業交付額 0 0

保険料収納必要額（L) 521,492,840 214,416,079

予定保険料収納率 94.00% 94.00%

総給付費 （Ａ） ＋ （Ｂ） ＝2,691,683,623 円（約 27 億円）
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２ 保険料基準額（月額）の算出

基本的には、上記の計算式により保険料基準額（月額）を算定しますが、75 歳以上の高

齢者数、第１号被保険者の所得分布、介護給付準備基金の取り崩しを反映し、最終的な金

額が決定します。

平成 29 年３月末時点での町の介護給付準備基金残高は１億 2,100 万円となっており、第

７期中ではこのうち 6,000 万円を取り崩す計画として保険料基準額を算定しました。

総給付費

約 25 億 2,000 万円（第６期） ⇒ 約 27 億円（第７期）

＜主な増額要因＞

■高齢化による要介護認定者数の増加

■サービスの充実による利用量の増加

・認知症対応型共同生活介護（グループホーム）の増床

・訪問看護ステーションの開設

・看護小規模多機能型居宅介護事業の開始

第１号被保険者の保険料基準額の算定方法

第７期の総給付費 × 23％

÷ 12か月 ＝ 保険料基準額（月額）

第１号被保険者数（第７期の累計）

第６期基準額（月額）

4,300 円

第７期基準額（月額）

4,600 円（+300 円）




